
第3回 医療裁半」外紛争解決 (ADR)機関連絡調整会議

議事次第

議題

1 医療裁判外紛争解決 (ADR)機関の取組み等の紹介及び意見交換

2 その他

配付資料

資料1   第2回 連絡調整会議議事録

(医療裁判外紛争解決 (ADR)機関の事例紹介)

資料2-1 総合紛争解決センターにおける医療ADR
(北川弁護士提出資料

資料2-2 仙台弁護士会紛争解決支援センターからの報告

(小野寺弁護士提出資料)

資料2-3 福岡県弁護士会紛争解決センタ下における医療ADR
(徳田弁護士提出資料)
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第3回 医療裁判外紛争解決 (ADR)機関連絡調整会議

日日寺  平成 22年 11月 2日  (火 )

14:00～ 16:OO
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医療裁判外紛争解決 (ADR)機関連絡調整会議

.構成員名簿

五十音順

今 田 健太郎  広島弁護士会仲裁センター代表

' 植 木   哲  医事紛争相談センター代表

小野寺 信 ―  仙台弁護士会紛争解決支援センター代表

北 川 和 郎  総合紛争解決センター代表

児 玉 安 司  第二東京弁護士会代表

小 松   満  茨城県医療問題中立処理委員会代表

小 山 信 禰  日本病院団体協議会代表

: 佐々木 孝 子  医療過誤を考える会代表

鈴 木 利 廣  東京弁護士会代表

1      田 口 光 伸  愛媛弁護士会代表

徳 田 宣 子  福岡県弁護士会医療ADR代表

1      中 村 芳 彦  法政大学大学院法務研究科教授

1      西 内 ′ 岳  第一東京弁護士会代表
1      

橋 場 弘 之  札幌弁護士会法律相談センター代表

1      前 田 津紀夫  全国有床診療所連絡協議会代表
|

増 田 卓 司  愛知県弁護士会紛争解決センター代表

水 田 美由紀  岡山弁護士会医療仲裁センター岡山代表

宮 脇 正 和  医療過誤原告の会会長

山 田   文  京都大学大学院法学研究科教授

山 本 和 彦  ―橋大学大学院法学研究科教授

和 田 仁 孝  早稲田大学大学院法務研究科教授

渡 部   晃  日本弁護士連合会代表

オブザーバニ

岡 崎 克 彦  最高裁判所事務総局民事局第二課長



 

 

第２回医療裁判外紛争解決（ＡＤＲ）機関連絡調整会議議事録 

 

        日時：平成２２年７月７日（水）１５:００～１７:００ 

        場所：ホテル ルポール麹町マーブル３階 会議室 

  

○渡辺医療安全推進室長 

 定刻になりましたので、ただ今から第２回医療裁判外紛争解決機関連絡

調整会議を開催させていただきます。若干、来られていらっしゃらない先

生も、鈴木先生、いらっしゃいますけれども、ぼつぼつ始めさせていただ

きたいと思います。本日はご出席いただきましてありがとうございます。 

 ４月１日付で事務局のほうに変更がございましたのでご紹介させていた

だきたいと思いますが、私が１日にかわりました医療安全推進室長の渡辺

と申します。お世話になります。よろしくお願いいたします。 

 オブザーバーで参加させていただいています最高裁、岡崎課長です。 

 

○岡崎課長（最高裁） 

 最高裁民事局第二課長の岡崎でございます。この医療ＡＤＲのフォーラ

ムは私どもとしても大変関心を持っておりまして、今後ともいろいろと勉

強させていただければと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○渡辺医療安全推進室長 

 そうしましたら、以降の進行につきまして、山本座長、よろしくお願い

いたします。 

 

○山本座長 

 本日はお忙しいところお集まりいただきありがとうございます。本日も、

前回に引き続きまして、活発なご議論をいただけることと存じます。 

 まず初めに、本日の資料につきまして事務局のほうから確認をお願いい

たします。 

 

○渡辺医療安全推進室長 

 座ったまま失礼いたします。 

 配布資料が全部で６種類ほどあります。ちょっと確認をさせていただき

たいと思いますけれども、議事次第と資料１が第１回調整会議の議事録で

ございます。資料２－１が札幌弁護士会法律相談センターの取組について

というものでございます。資料２－２が茨城県医療問題中立処理委員会か

らのもの、資料２－３、広島弁護士会仲裁センターからのものでございま

す。資料３が総合紛争解決センターにおける医療ＡＤＲというものでござ

います。それと、参考資料といたしまして、東京三弁護士会からご提供の

ありました医療ＡＤＲ検証報告書でございます。 

 なお、検証報告書については当会議メンバーのみの配布となってござい

ます。この資料は東京弁護士会等のホームページに掲載されておるという

ことでございますので申し添えさせていただきます。 

 以上でございます。 

 

○山本座長 

 ありがとうございました。 

 資料は、皆さん、ありますでしょうか。特にないものはないでしょうか。 

 それでは、議事に入らせていただきます。 

 前回の会議では、東京三弁護士会、愛知県弁護士会紛争解決センター及

び千葉医療紛争相談センターからその取組状況についてご紹介をいただき、

質疑応答及び意見交換を行っていただきました。今回も前回に引き続きま

して各機関の取組状況をご紹介いただきたいと思います。 

 今回は、札幌弁護士会法律相談センター、茨城県医療問題中立処理委員

会及び広島弁護士会仲裁センターのやはり３カ所からその活動状況につい

てご紹介をいただき、その後、意見交換を行いたいと思いますので、ご協

力のほどよろしくお願いいたします。 

 ご紹介をいただく前に、資料１について事務局のほうからご説明をお願

いいたします。 

 

○渡辺医療安全推進室長 

 資料１につては、前回、第１回の議事録でございまして、既に構成員の

皆様方には内容をご確認いただきまして、厚生労働省のホームページに掲

載しているものでございますが、何かございましたら、会議終了後、事務

局までお申出いただければと思ってございます。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○山本座長 

 ありがとうございました。ご確認をいただければと思います。 

 それでは、本論に入りたいと思います。 

 資料の順番ということで、まず初めに札幌弁護士会法律相談センターの

取組状況につきまして、橋場弁護士からお願いをいたします。 

 よろしくお願いします。 

 

○橋場構成員 

 札幌弁護士会の橋場でございます。今日、貴重な時間をいただきまして

ありがとうございます。 

 私は弁護士になって18年目なんですが、１年目から医療過誤の患者側の

代理人として活動してきたということと、それから札幌にこのＡＤＲを立

ち上げるころ、平成14年ごろだったと思うんですが、その準備の期間、日

弁連のこのＡＤＲ委員会に通わせていただいているということで、医療と

ＡＤＲの両方を見てきている。今後もこの仕事はライフワークにしていき

たいと思って考えております。 

 今回、資料２－１というのが配られているんですが、これは実は今日い

らっしゃる早稲田大学の和田先生と一緒に、昨年の秋に札幌の厚労省主催

で行われました医療安全のシンポジウム、それにパネリストとして参加さ

せていただいたときに、札幌近郊、北海道ということで、自分の身の回り

の地域における医療事故の数字というものを自分なりにいろいろインター

ネット等調べまして、どういう状況にあるのかというものを把握したとい

うところです。それと併せて、札幌における医療事故のＡＤＲがあります

ので、その実態について若干ご報告させていただきたいと思います。 

 では、座って失礼いたします。 

 まず、札幌には、１枚目のグラフですけれども、１ページ目、医療事故

問題研究会という、これは弁護士会とは関わりがあるものではなくて、医

療問題に興味を持つ弁護士約50人弱が集まりまして８つの弁護団を組んで

おります。ここに医療に関して相談をしたいんだという電話が入れば、事

務局から医療事故の相談カードというのを無料で送りまして、それに記載

していただいて返していただく。それについて、返ってきたものについて

は、その弁護団の主任の弁護士から電話をして、１回目は無料で相談を受

資料１ 
第３回医療 ADR 連絡調整会議 

平 成 ２ 2 年 １ １ 月 ２ 日 

資料１ 
第３回医療 ADR 連絡調整会議 

平 成 ２ 2 年 １ １ 月 ２ 日 
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け付ける。やはり医療事件ですから大体１時間ぐらいかけてじっくりお話

を伺うという、こういう仕組みになっております。 

 このほかにも各弁護士事務所で医療事故の相談を受け付けることがある

んですが、その実数はなかなかつかめません。この医療事故問題研究会だ

けで、平成18年度から22年度の６月15日までの速報値を記載したのがそこ

のグラフでございます。他の地方はどのような状況にあるのかよく分かり

ませんが、減ってきているというのが実態でございます。 

 平成18年度に230件ぐらいでしょうか、そのぐらいの相談があったものが、

昨年度、平成21年度では150件少しと相談数が激減しているという状況です。 

 それから、もう一つ、棒グラフの右側にあるのが現実に弁護士が相談を

した件数、左側のこの数字が多いほうが何らかのアクセスがあった、調査

カードを送った件数ですので、実際に弁護士の相談があった件数というの

は平成18年度で130件程度、昨年度は75件程度といった、こういった感じで

す。これは無料相談で、市のコールセンター等にも広く周知されておりま

すので、まず何かあればここに電話をいただくという、こういうルートが

できているんですが、医療事故の相談件数が減っているというところです。 

 これはどう考えたらいいのかということは皆さんに教えていただきたい

ところでもあります。 

 次、めくっていただきますと、法律相談センターというのを弁護士会が

運営しておりまして、特定分野の専門の弁護士を紹介してほしいと、こう

いう依頼があったときにはその弁護士を紹介するようにしております。こ

こは相談は無料ではなくて、30分、5,250円というところで、弁護士事務所

に行っていただいて医療の相談をしていただく。これは患者側に限ってお

ります。医療機関側からの相談ではありません。推移としてはこういう動

きでありまして、特にこれは激減とか、そういうことはありませんが、平

成21年度は若干増えているというところです。ただ、この弁護士が受任す

る件数というのはそれほど多くはありません。平成17年度には12件ぐらい

になっていますが、昨年度は９件程度というところでございます。 

 その法律相談センターと同じフロアに医療ＡＤＲのＡＤＲセンターがつ

くられております。これは平成17年度に立ち上がりまして、札幌の場合は

それほど活発な動きというものではありません。お隣の仙台などと比べる

と、平成17年度から今日まで札幌で受理した件数は全部で139件です。これ

は仙台の１年分ぐらいですよね。それから、名古屋の大体１年分の３分の

１程度というところです。これに応諾してきているのが、約７割の相手方

がＡＤＲの土俵に乗ってきていただいている。７割です。それから、応諾

していただいた中で約55％が和解に至っているというところでございます。 

 医療ＡＤＲが専門的にできたのが昨年の６月なんですが、それ以前にも

通常のＡＤＲセンターで医療事件を受理しております。現在まで10件受理

しておりまして、そのうち今継続している、まだ動いている事件が１件あ

るんです。ですから、終わった事件は９件で、和解に至った件数は４件で

す。ただし、取り下げで終わった１件がどうもＡＤＲの手続き外で和解を

されたようで、手数料を払いたくなかったのか分かりませんけれども、実

際は９件中５件が和解に至っているというところです。 

 それから、病院側が紛争解決センターでの解決について応諾してくる、

いわゆる土俵に乗ってくるかどうかという点につきましては、今までの10

件中９件が手続に乗ってきていただいております。１件だけがこのセンタ

ーでは解決できませんということだったんですが、詳細な30ページぐらい

の経過報告書ですか、そういった答弁書を出してきていただいて、こうい

う理由でここでは解決できないんだということでしたので、ほぼ100％の

応諾率というか、そういったところです。これは何が原因しているかとい

うと、この２ページ目の下に「札幌医師会通信による弁護士会医療ＡＤＲ

の告知」とありますが、医師会に対してＡＤＲを立ち上げたときにいろい

ろ資料を持って説明に行ったわけですけれども、札幌市のこれは医師会で

すけれども、ＡＤＲセンター、札幌弁護士会から何か書留郵便が来たとき

には必ず医師会に連絡をしてくださいということで、これは医師会会報で

すが、こういった告知がなされている。 

 それから、ここの顧問弁護士、札幌市医師会を管轄する顧問弁護士が元

ＡＤＲ委員会の委員だったということもあって、積極的に応諾していただ

いて、和解できるものは和解し、そうでないものは和解はできませんとい

うような形で解決するんですが、いずれにしても、参加しよう、そこに行

かないということではないということですね。門前払いということは札幌

の場合はございません。 

 それから、運営なんですが、各地方弁護士会の運営はなかなか厳しいも

のがありまして、札幌は申立手数料として１万500円をいただいて、いわ

ゆる期日手数料といって、途中で１回ごとに幾ら幾らという、そういうも

のはいただいておりません。解決した場合には、通常の弁護士会のＡＤＲ

と同じぐらい、これが高いか低いかは議論があるところでしょうけれども、

300万円以下であれば８％の成立手数料というのを双方折半でいただいて

いる。300万円から増えていけば逓減していくという関係にありますが、

そのような費用をいただいて運営しているということです。 

 まだ１件しか医療の関係では成立していませんが、一般事件でいろいろ

計算してみたものがありまして、この139件今まで受けていて、平成17年

の夏からですけれども、この調停事業の収支は25万5,000円の赤字です。

それで、１件に割りますと１件当たり1,837円弁護士会が持ち出している

といった収支になっております。 

 ただ、これには賃料ですとか人件費のことは考えておりませんので、そ

れ以外の収支ということで、収支とんとんというのが札幌の実態でありま

す。このＡＤＲはこういう財政的にどう切り盛りするかというのも一つの

テーマでありまして、ボランティアで終わっていいのかどうかということ

も含めまして、札幌は何とかしのいでいるということです。 

 ただ、弁護士の調停人に払う、成立した場合の報酬というんですか、ご

苦労さんというお金は３万円にとどめている、他の会よりも極めて低いと

いうところでこういう数字を保っているというのが現状です。 

 それから、札幌地方裁判所の、じゃ医療訴訟事件はどうなっているのか

と、ちょっとその周辺に目を配ってみますと、資料の３ページという右下

に書いてあるところの上のグラフでございます。 

 北海道の場合で、札幌地方裁判所の管轄では、平成15年の６月に医療集

中部というのができまして、ほとんどの札幌地方裁判所管内の事件は１つ

の部で医療事件が扱われます。そこが受理した件数、いわゆる新しく訴え

が提起された件数が白いほうの棒グラフで、何らかの形で解決に至ったの

が黒いほうの棒グラフです。 

 これまたどんどん減ってきているというのが現状です。平成19年の51件

だと思いますが、それをピークに平成20年はがくんと減りまして、去年は

31件の訴訟提起ということでございます。22年もほぼ同じようなペースで

進んでいるというところです。後で全国の数字もちょっと紹介しますが、

こういうところでございます。 

 それから、その下が、これは参考までですけれども、全国の医療事件の

終結態様別の件数でございます。認容判決というのがどんどん減っている

というのがこの傾向であります。ついに、つい最近、最高裁の平成21年度

の数字が出たんですが、また落ち込んで認容判決の率は25.3％というのが
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平成21年度の数字でございます。 

 その次のページを見てもらいますと、右下に４ページというところです

ね。 

 全国の医療訴訟事件がどうなっているのかというところです。平成16年

が訴え提起の数が一番多かった年で、これがピークです。平成16年の数字

がたしか1,000件を超えていますが、1,110というのをピークに次第に減っ

てきております。平成17年が999件、平成18年が913、平成19年、若干増え

て944、平成20年が877という数字でありました。 

 つい最近公表された最高裁のホームページに載っている平成21年の訴え

提起の総数が733件とピークのときよりも約３分の１減少しているという

のが、医療訴訟、訴えですけれども、この実態でございます。この原因は

一体どこにあるのかというのがなかなか分からないところで、１つは、医

療安全の取組が充実して、かなり病院の中、医院の中で吸収されている率

が高いのかどうかという論点もありますし、それから医療の顧問の弁護士

が頑張って、訴訟外の示談をきちんとやっているのかという、それが増え

たのかどうか、もう一つは調べられなかったのが、今日は最高裁の岡崎さ

んがいらっしゃっていますが、簡易裁判所の調停の使われる率が増えた。

なかなかそうとは言えないのかもしれませんが、なかなかこれが数字がつ

かめないところで、特に弁護士会のＡＤＲがごおんと急に増えて解決して

いるというわけではないので、一体なぜこう減っているのかというところ

は、私もまだ原因がしっかりつかめていないところです。 

 それから、医療訴訟事件の平均審理期間は確実に減少してきております。

平成20年で２年ちょっとですね、24カ月ちょっとというところですので、

ことしの新しい報告でもここはそれほど変わっておりません。２年と少し、

正確なところでは25.2カ月ですね。訴え提起から判決や和解やいろんな取

り下げとかあるんでしょうけれども、全部ならすと約２年とちょっとかか

っている。平成５年の40カ月を超えているものからすれば、物すごく早く

なっているというところが特徴だと思います。 

 ちなみに、札幌地裁で言いますと、鑑定人を選任する時間を短くしよう

ということで、弁護士会と大学病院側の協力がありまして、昔は６カ月も

７カ月もかかったケースもあるんですけれども、今は鑑定人の選任につい

ては確実に一月以内で鑑定人が決まる。推薦を大学病院に求めるんですが、

これは大体２週間ぐらいで複数の鑑定人の候補者が挙がってくると、そう

いうスピードになっております。 

 北海道の特徴なんですが、医療ＡＤＲに医師の調停人を入れるかどうか

というこの論点とも関わるんですが、北海道には３つしか医学部を持つ大

学がありません。北海道大学と札幌医科大学と旭川に医科大学の３つだけ

です。ですから、道内で医療事故が起これば、ほぼ大体、情報として伝わ

ってしまいますので、道内の事件を北海道内の医師が鑑定するとか、調停

に入ってきていただいて専門委員として関わっていただくということは非

常に医師を危険な立場に置いてしまうと、立ち位置を非常に危ないものに

してしまうという危険性がありますので、弁護士会側としては、裁判所と

の協議会があるんですけれども、鑑定人を推薦していただくときに、患者

側なり病院側の希望があれば、北海道内ではなくて道外の医師を鑑定人に

推薦してほしいということで、今のところ運用としてはほぼ、特に診療し

て鑑定書を書かなきゃいけないとか、そういう事案でない限り、北海道と

は関わりのない医師を鑑定人に選んでいるというのが訴訟の実態でござい

ます。 

 札幌の弁護士会が主催する医療ＡＤＲでは今のような状況がありますの

で、今のところ医師の専門委員というのは入れていない、準備していない

というのが札幌の現状でございます。 

 それから、最後におまけみたいなあれですが、５ページ目です。これは

医療安全のところでテーマになっていた医療の萎縮に関わるんではないか

ということで、これは最後の数字は私独自の調査で調べたものですが、平

成11年に横浜市大の患者取り違い事件がありまして、平成16年に福島大野

病院の有名な産科の事件がありました。その辺から警察への届出総数が激

増しております。これについては、民事事件の訴えの提起の数が減ってき

ているのと比較して、さして減ってはいないのが現状だというところでご

ざいます。平成20年の数字につきましては、警視庁に、私、手紙を書きま

したら、こういう数字ですということを教えていただきましたので、これ

は警視庁の内部では公開できる数字ということで、平成21年についても調

べてみようと思っています。 

 ただ、検察庁に送致された件数の中で、どの件数が不起訴になり、どれ

が罰金になり、どれが公判請求になったのかというところは、いろいろ手

をつくしたんですけれども、これは法務省のほうでも公表している数字は

ないということで、私の力ではここは調べることができませんでした。一

時、最高裁の委員会の中で元検察官の方の弁護士の方が資料を出しておら

れまして、ある程度の概数については報告されているんですが、正確な数

字というのはまだここをつかめておりません。というのが札幌の現状でご

ざいます。 

 流れとしては、医療自体の相談件数も減り、裁判になる件数も減ってい

る。医療ＡＤＲはちょっと低調ですが、申し立てがあれば、病院側はほぼ

全件出てきていただいているというのが札幌の現状点でございます。 

 以上でございます。 

 

○山本座長 ありがとうございました。 

 それでは、ご質問等もあろうかと思いますけれども、質疑につきまして

は３つのご報告が終わった後にまとめてお願いできればと存じます。 

 引き続きまして、茨城県医療問題中立処理委員会の取組状況につきまし

て小松構成員のほうからお願いいたします。 

 

○小松構成員 小松でございます。茨城県医療問題中立処理委員会につい

てご説明いたしたいと思います。 

 まず、設立に至った経過からお話ししたいと思います。 

 平成14年に日本医師会で未来ビジョン委員会というのができていたんで

すね。これは、50歳以下の若い医師による委員会でありまして、日本医師

会をどのような方向に持っていくかというようなことを検討する委員会で

した。私たちの茨城県医師会の中の役員の一人がこの未来ビジョン委員会

に入っておりまして、そこで彼が医療問題について考えたことがきっかけ

でございます。そこで、いわゆる医療問題というのが、医事紛争、それが

患者と医師との間にコミュニケーションのないことが主な原因であって、

そこの中には患者さんのサイドの誤解あるいは医師側の説明不足、そのよ

うなものが大きな原因となって、話し合うことによって解決できる問題も

数あるのではないかということが提案されました。それで、このような中

立的に相談できる委員会をつくれば何とか医事紛争というものが少なくな

るのではないかということを日本医師会に提案したんですね。 

 しかし、そのことは日本医師会からは取り上げられなかったんですね。

茨城県医師会に帰ってきて、彼はまた同じことを、それでは茨城県だけで

も独自でもやってみようじゃないかということを提案したんですけれども、

茨城県でも、それは医事紛争委員会というのがあるんだから、それでいい
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んじゃないかというふうになってしまったんですね。そして、平成16年に

茨城県の医師会長が、今回、日本医師会長になった原中先生にかわりまし

た。そこで、再度提案して、これは絶対やらなきゃ駄目だということを言

いまして、原中会長が、それではやってみようじゃないかということで実

現するに至ったという経過がございます。 

 平成17年にまず準備委員会を立ち上げたんですね。これは弁護士さんと、

それから地方紙の社長、それから大学の教授と一般市民代表と医師会の委

員として私たち３人入ったんですけれども、それで準備委員会を立ち上げ

て、このようなものをつくりたい、だから協力をしていただけないかとい

うことを提案したわけです。６回準備委員会をやりましたけれども、最初

の３回は全く相手にされませんでしたね。医師会が医師の不利になるよう

なことを、患者の味方になるようなことはやるはずがないという意見が主

でした。全く信用されていないという状況で、これはもう大変だ、いわゆ

る地方紙の社長、弁護士、大学教授、その方たちに、医療機関が患者さん

のサイドに立った組織をつくって何かをやろうということは考えられない

というふうに見られていたということを非常に衝撃を受けました。しかし、

そのときに私たちの役員は、この状態、現在の医事紛争というのは、そう

いうことを、中立的な委員会をつくらなければ解決できないんだというこ

とを説明していってやっと納得していただいて、それではやってみようか

ということになってできたわけなんです。 

 それで、今度は医師会を説得するのが大変でしたね。今度は医師会のほ

うも、弁護士が入ってきて、自分たちに不利になる組織になっちゃうんじ

ゃないかというようなことを言う方々が多かったです。けれども、これも、

これは決して医療機関に不利になる問題ではなくて、かえって１人で医事

紛争に対して患者さん側と対応して悩むよりは、第三者を交えてやったほ

うがはるかにストレスが少ないという説明をしまして納得させました。そ

れで、平成18年３月18日に理事会で通りまして設立に至ったということに

なっております。 

 それで、実際に動き出したのは６月中旬に動き出したわけなんですけれ

ども、委員会の目的というのは、この資料の１ページ目、患者側と医療機

関側が第三者を交えて中立の立場で問題処理への話合いができるというこ

とを目指しております。そして、一番問題になったのは費用をどうするか

ということだったんですね。私たちは、医師会でお金を出したのでは、こ

れが中立と言えるかどうかということを一番問題にしました。 

 ところが、この費用を出すところがどこもないわけですよね。こういう

会をつくりましたからＮＰＯみたいにして寄附してくださいといきなり言

っても、そんなもの、寄附する人は恐らくいないと思うんですね。それで、

どうしたらいいかということを話合いましたところ、弁護士先生、それか

ら他の委員の方々が、それは私たちが中立的であるという実績を上げれば、

お金がどこから出ていても納得させることができるのではないかというよ

うなことを主張されました。そして、それであれば私たちが医師会で費用

を出してやってみましょうということになって始まりました。 

 だから、現在は費用も医師会で出しますし、この委員会、あっせん・調

停会議といいますけれども、それをやるのも医師会館の中でやっておりま

す。それで、現在は費用は茨城県医師会として年間400万円を予算に組ん

でおります。それで、申立者及び費用ですけれども、これは、患者側、医

療側どちらからでも申し立てることは可能ですけれども、申し立て費用は

一切無料にしております。これは、だれでも申し立てることが可能である

ということを求めているからです。時々、費用を取ったほうがいいのでは

ないかという意見もあるんですけれども、結論的に言うと、弁護士会、そ

れからその他の委員の先生方から、これはただでやるべきだ、取るもので

はないというようなことを言われて今に至っています。 

 同じように成功報酬をどうするかという問題も、これは私たちも提案い

たしました。時間を割いてもらっているわけですから、成功報酬をどうす

るか、これも弁護士会から不要ということを言われました。だから、この

委員会は茨城県の弁護士会の先生方の本当に犠牲的な協力によって成り立

っていると言っても過言ではないと思っております。 

 次ですけれども、５番の委員会の構成ですけれども、これは一応15名以

内としております。それで、弁護士、学識経験者、これは大学教授とか新

聞社の社長とか、あとは市民代表、それから医師ということで現在は10名

ですけれども、今度13名に増やす予定にしております。それは、この委員

も交代しなきゃいけないので、いろいろな事情でやめなきゃならない人も

いるので、メンバー交代のために経験させておいたほうがいいだろうとい

うことで増やすようにいたしました。 

 それから、次の６番の申し立て・会議についての概要ですけれども、ま

ず申し立ての患者サイド、医療機関、この両方から、どちらからでも結構

なんですけれども、県医師会のほうに電話なり、あるいは直接来るなりし

て、こういう事案で相談したいということで参ります。それを医師会の担

当職員が聞きまして、中立委員会とはどういうものかということを説明し

まして申し立ての申込書を送ってもらいます。そして、それを委員長は弁

護士の先生がやっていますので、委員長にこういう案件が来ていますけれ

ども、受理しますかというようなことを言いまして、それで調停会議を発

足させるというシステムになっています。 

 あっせん・調停会議、これが、患者側、医療機関側、両方集まってやる

会議なんですけれども、この調停会議というものをやっております。それ

は、調停委員は３名の委員から成り立ちます。弁護士１人ですね。それに

市民代表と学識経験者のうちから１人、医師の委員が１人と３人をセット

にして行います。弁護士が調停委員長になるケースが多いです。開催場所

は先ほど言ったように医師会館です。患者、医療機関両者が一緒の場所で

待機するということは避け、両方別々の部屋に待機してもらい会議の場へ

誘導し始めます。大体、会議の開始時間は夜になります。６時半頃からに

なることが多いかと思います。 

 次のページをお願いします。 

 会議への出席者ですね。原則として、これは申立人、本人の出席をお願

いしていますけども、お年を召されているとか、あるいは体調が不十分で

あるとか、場合によっては亡くなってしまった方もおるわけですから、そ

ういうときは代理人の出席をお願いしています。それから、申し立てられ

た主に医療機関ですけど、医療機関側も一番いいのは担当した医師がよろ

しいわけですけれども、責任者である院長あるいは上司、部長とか、そう

いう人に来てもらっている。まれに弁護士が出てくる場合もございます。

これは弁護士だけが出てくることはありません。一緒に必ず医療の実際を

説明できる方々に来てもらっているということが事実ですね。 

 次に、あっせん調停会議の開催ですけれども、あっせん調停会議という

のはどういうところか。要するに、最初に始まったとき、裁判よりも時間

が短くて相手の補償とか賠償額とか、そういうことを決めてくれるという

ようなうわさが立ちまして、そういうことを目指してきていたということ

もあったんですけども、そのようなところではない、あくまでも基本的に

は患者と医者との間の行き違いをお互いに理解し合う場であるよというこ

とを説明して始まります。だから、医療機関に責任がある、責任がないと

いうことを判定する場所では決してないということを説明して話合いに応
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じてもらっています。それで、医療機関側には、自分たちの非がある場合

は素直に謝罪してほしいというようなことを言って、そのようにやってい

ます。 

 それで、会議は、まず最初に一般的には申立者から意見を聞いて、そし

て次に申し立てた相手側の意見を聞いて、双方の意見を少しずつすり合わ

せていくというようなことをしています。それで、うまくお互いに歩み寄

ってきたと思えれば、直接両方を一緒に呼んで、一緒の場で話し合って解

決に持っていくというような方法をとっております。 

 大体、最初に始まったときの１年目は会議のやり方もうまくなくて、１

年以上、１年半ぐらいかかってしまったものもあるんですけれども、最近

は大体３回まで、半年以内には解決しましょうということを申し合わせて

やっております。だから、１回目で余りにも双方の意見の食い違いがあっ

たときは、これはもう調停できない、終わりにしましょうということにな

ることもあります。 

 大体、会議はやはり２時間です。それで、合意に至った場合は和解契約

書をその場で作成してもらいます。これは、最初和解したものを和解しま

したといって、後で和解書をつくってサインしてもらおうと思ったら、帰

ってから考え方が変わっちゃったというようなことがあって、ちょっとこ

れはまずい、その場でやっちゃったほうがいいということになりまして、

その場で和解させちゃう、署名してもらうというようなふうにしておりま

す。 

 委員会のこれからの問題としては、やっぱり運営が医師会でこのままや

っていていいのかなというのがいつまでたっても疑問は残ります。 

 結果は次のところを見てほしいんですけれども、今まで取扱った件数で

す。これは申し立て件数ですね。平成18年度、最初の年で14件ございまし

た。19年が８件、20年が14件、平成21年度13件と大体10件をちょっと超え

たぐらいが行われています。合意件数、平成18年度２件、平成19年度１件

と少ないんですけれども、これは平成18年、19年、特に18年度はそれまで

要するに長い間紛争状態にあった事例が多かったんですね。こういうもの

ができたからここに行ってみましょうということで出てきたんですけど、

多くはもうこじれてしまっていて、結局、要求するものがやっぱり基本的

には合意とか何かの問題、損害賠償にどうしてもいってしまったというこ

とがあって合意ができなかったという部分もございます。 

 そして、その後、19年度からは一応もうちょっときちんと分かりやすく

しましょう、ここでできる範囲のことを説明しましょうということになっ

て８件と減ったのではないかなと思っています。20年、21年度は合意件数

が６件、８件と増えてきていますね。 

 これは早期に来ることが、紛争が始まって近い例が多いんですね。だか

ら、時間がたつに従ってこれはこじれてしまってなかなか解決にいかない。

問題が起こったときにはできるだけ早期に患者さん側と話し合う、自分の

ところの説明をよくするということが、昔から言われているように基本的

に医療機関側の努力する義務があるのではないのかなと思っております。 

 それで、結果として解決しなかった事例も、今までは毎日のように医療

機関に苦情を言いに来ていた人たちが来なくなった。１回、２回で、あと

はそれでおさまったというようなことも聞いております。結果的に、これ

は私たちがやって、医療機関にも大変メリットがあった、患者さん側にも

あるんじゃないのかなというような感じは受けております。 

 申し立て件数の中で相手方が応諾せず会議を開けなかった例なんですけ

ど、これは３件あります。１つ目は精神病院の問題でありまして、やはり

何かそういうメンタルな面でちょっと受けても同じじゃないかなという医

療機関側の考え方で受けられないということ、これは専門家同士の話し合

いまたは裁判に行った方がいいというようなことで受けなかった例です。

２件目は相手方が当時勤務医であったため使用者を通すべきと判断したも

の。3つ目は医療機関において既に問題解決一歩前まで来ており、このま

ま自力で解決をはかりたいとの理由でした。 

 医療機関側に聞いているんですけれども、これで医療機関側というのは、

このあっせん調停会議に出てよかったことは、医師がその中に入っている

ことで非常に安心感があるということでございました。結局、弁護士だけ

という考えではやはり医療機関側の抵抗というのがあるのかなという感じ

を受けます。医療問題に関して、本当に現在の医療状況がどうなっている

かということを医師が説明することができますから、それで安心感がある

ということを言っていることが多いですね。 

 この三者でやるわけですけれども、医師会からは３人出ているわけです

けれども、医師は聞かれたときだけ発言するようにしています。医療問題、

この状況に対して実際の医療はどうなっているのか、これで正しいのかど

うかということを聞かれたときだけ発言する、主にそういうことにしてい

ます。こっちが決して出しゃばって自分のほうから発言するようなことは

しないようにしております。 

 解決金ですけれども、これは解決は額としては非常に少ない額になって

います。それは、大きな問題は、結局先ほどの札幌の問題で、ここに「医

事紛争処理委員会からのお知らせ」というところに「医師賠償責任保険の

適用にならないことがあります」と書いてありますね。これは前回のとき

も、私、質問したことなんですけど、結局こっちだけで勝手に額を決めら

れないんですよね、賠償保険で。だから、高額になった場合は医療機関で

は医師賠償責任保険から払われないと、結局、約束が反故になる可能性が

ありますから、余り高いものはちょっとできない。それで、そういう高か

った場合には、医事紛争委員会という別な委員会がありますから、そちら

で有責か無責か決めて、それで大体の額を決めてもらってから中立委員会

にもう一回戻すというようなやり方をしております。解決のお金というの

は、金銭なしでも３件ありますけど、やはり幾ばくかの10万円とか20万円、

そういう解決金というか見舞金みたいなことは出てくるのかなというよう

なことでやっております。 

 ４番ですね、あっせん調停会議回数ですけど、１回のみが12件、これは

第1回目の会議で合意できたもの。まとまらないということで終わりとい

うことにしちゃったものですね。２回が19件、３回７件、４回３件、５回

開催が２件というような状況です。 

 次のページですけれども、終了までの期間ですね。２年以上が１件とい

う問題、１年半以内が２件というようなことですけど、大体今は半年以内

に終わろうと努力しております。ただ、これは半年になっても、もっとや

れば解決しそうだというときはもう一回延ばします、それは。その辺は柔

軟性を持たせてやっております。 

 大体そんなところです。 

 今日、聞いたところでは平成21年度分で持ち越されていた案件が機能の

調停会議で１件合意に至ったと聞いております。21年度の案件は13件のう

ち９件合意したということで、今のところまあまあうまくいっているかな

と思っております。 

 以上でございます。 

 

○山本座長 

 ありがとうございます。大変興味深いご報告をいただいたかと思います
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が、やはり質疑につきましては後でまとめてお願いできればと思います。 

 それでは、最後に広島弁護士会仲裁センターの取組状況につきまして今

田弁護士からお願いいたします。 

 

○今田構成員 

 広島で医療ＡＤＲの責任者をやっております今田健太郎と申します。着

席して報告させていただきます。 

 皆様のお手元の資料の２－３をご覧いただきたいと思います。 

 広島では、ことしの１月より医療ＡＤＲのほうをスタートさせまして、

現在３件の申し立てがあります。広島では２カ月に１回程度、仲裁人、そ

れから仲裁センターの委員会の委員などが個別具体的な医療ＡＤＲの事例

検討会議というのを行っておりまして、ノウハウの蓄積とか、それから問

題点の共有などを図っているところであります。 

 広島では、医療ＡＤＲをなるべく成功させるという趣旨から、丁寧な運

用でスタートしたいということで、現在は医療側から１名、患者側から１

名、合計２名の仲裁人で回しているところであります。 

 申し立て状況でありますけれども、第１号事件、第２号事件は患者側か

ら、第３号事件は病院側からということになっておりますけれども、３件

とも今のところ応諾をしていただいております。 

 広島では、医療仲裁センターというものがどういったものなのか、そし

てどういうメリットがあるのかというのを記載した書面を申し立て書と一

緒に送るようにしておりまして、その内容をいろいろと工夫をして書いて、

なるべく応諾していただくような形で運用しております。 

 第１号事件について申し上げます。 

 資料では、ただ今進行中というふうになっておりますけど、第１号事件

は残念ながら４回目で取り下げとなってしまいました。第１号事件は、事

案の趣旨は、交通事故で入院したけれども、包帯を強く巻かれてしまって

後遺症が残ったという訴えであります。こちらは、一度民事調停のほうで

申し立てがありましたけれども、病院側のほうが民事調停の場では１円も

出さないということで不成立となった事案であります。本件につきまして

は４回ほど審理を重ねました。そして、病院側も数十万円までの解決金を

支払うというところまで歩み寄りを見せまして、和解条項まで実は作成さ

れたところでありました。しかしながら、第４回、成立予定日に医師本人

が出席しなかったということで、感情がこじれてしまって不成立になって

しまいました。 

 先ほど小松先生のご指摘もありましたけれども、３回目で成立していれ

ばうまくいっていたのかなとは思いますけれども、この方、申立人の方は

耳が不自由な方でして、常に筆談でやっておりました。ですので、大変時

間を要したということと、医師が出席できないことの理由の説明等につい

ても、手話通訳者などが同行していればまた言葉の行き違いなどが防げた

のではないかなというように事例検討会の場では課題として残ったところ

であります。 

 それから、第２号事件につきましては現在第３回の期日が入っていると

ころです。 

 こちらは、病院側も日弁連の医療ＡＤＲの監事の先生が代理人について

おりまして、積極的に応諾していただいておるところです。現在、争点を

整理中です。 

 この第２号事件の問題点は申し立て適格でありまして、実際に治療を受

けられた方はもう輸血の措置などによって亡くなっておられます。という

ことで、そのうちの相続人の一人が申し立てをされているところでありま

すけれども、結局、可分債権ということで法定相続分だけの請求というこ

とになってしまいますので、病院側としては、そのうちの１人の相続人と

の間で仮に和解ができたとしても、第２次的な紛争が発生するのではない

かといった危惧を持たれているところではあるようです。 

 それから、代理人という方を連れてこられるんですけれども、この代理

人というのも、弁護士以外の代理人をどの範囲まで認めるのかということ

については広島弁護士会でも確立されたルールがないところでありまして、

今後ちょっと検討していかなければならないところかなというふうに考え

ております。 

 それから、第３号事件は病院側からの申し立てでありまして、ビタミン

Ｋ欠乏症ということで、高次脳機能障害の障害が残っておられます。医師

会内部においても、これは高次脳機能障害で３級の認定が出ておりまして、

一定額までは保険会社より支出されるけれども、それを超える部分につい

ては自己負担となる。ただし、医療機関側としては、過失の部分で言えば、

厳密に言えば争いはあるんだけれども、公開の法廷でさんざんやり合うよ

りは、１億円にどれだけ上積みするかということで、双方納得の上で早期

解決を図りたいという意向が強いという事例でございます。こちらについ

ても、現在、争点整理中でありまして、次回、第２回目の期日が予定され

ておる。 

 それから、広島弁護士会では、私のほうが５月27日に地域の中核病院で

この医療ＡＤＲについての講演会を行いました。医師、看護師が100名程

度出席していただいて、医療ＡＤＲというものがどういったものなのかと

いうのをいろいろと熱心に聞いていただきました。概ね感触としては好感

触で、こういった紛争に仮に巻き込まれた場合には積極的に利用を考えた

いというような声がある一方、お医者さんのほうから、ここで話した内容

が、将来、刑事事件の資料に使われるのではないかとか、あるいは民事訴

訟において何か資料として出されるのではないかといったような懸念を持

たれているようなお医者さんもいらっしゃいました。あるいは、仲裁人が

必ず金額を出されるのか、その金額に事実上拘束されることになるのでは

ないかといったようないろいろな疑問を持たれておるようで、この辺は弁

護士会としてもきちんと説明、それから説明の工夫をして、医療ＡＤＲに

より応じていただけるようなＰＲをしていかなければいけないかなという

ふうに思っております。 

 最後に、今後の課題でありますけれども、広島弁護士会は、現在医療側

が２名、それから患者側が４名、仲裁人として確保しておりまして、実際

の仲裁の場では色分けはしておりませんけれども、合計６名というのでは

余りにも仲裁人の負担が大きいということで、必ずしも医療経験がない先

生であっても仲裁人として入っていただくことで一連の仲裁を進めること

ができないかどうかということをＡＤＲの先進会である隣の岡山県などを

参考にしながら今後進めていきたいというふうに思っております。 

 それから、広島では医師会との連携というのはほぼ皆無でして、いろい

ろ努力はしておるんですけれども、今後、医師会さんとの連携も深めてい

かなければいけないかなというのが現時点での大きな課題になっておりま

す。 

 以上です。 

 

○山本座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、本日予定しておりました３つの機関からのご発表が全て終わ

りましたので、ただ今のご説明あるいは資料に関する質問も含めまして、
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構成員の皆様から幅広くご発言をちょうだいできればと思います。 

 ご質問、ご意見のある方は挙手をお願いいたします。 

 どうぞ、児玉先生。 

 

○児玉構成員 

 第二東京弁護士会の児玉でございます。いろいろな地域の活動の多様性

を聞かせていただきまして大変勉強になりました。 

 ＡＤＲというものの本質は人と人の心の間に橋をかけるような仕事でご

ざいますので、そういう関係づけと連携ということに関しまして感想を２

点申し上げます。 

 １点目は保険会社との関係ということでございますけれども、東京三会、

いずれもＡＤＲで金額の提示や有責・無責判断につきまして、応諾をして

いただいた上で話合いの過程で、医師会や、あるいは保険会社のほうでご

判断といいますか、ご意見、ご見解をちょうだいして、それを踏まえて納

得はしていただきながら、そこにも一つきちんとした連携の橋がかかって

解決事例を積み重ねているところでございまして、この辺は、基本的に保

険というものの性質上、トップダウンでＡＤＲそのものについて直ちにこ

ういう対応をせよということは多分難しく、一例一例の事実を見ながら是

々非々でそのご判断をしていただくもののように思いますが、いずれにし

てもその問題についてはＡＤＲがこうやって認知されていくにつれ、連携

が強化されていき、容易に越えられる溝になっていくのではなかろうかと

いうような印象を持っております。 

 ２つ目は、小松先生のご報告の中で感じたことでございますけれども、

やはりこのＡＤＲというのは患者さんと医療者側の対話であると同時に、

医と法の対話という側面がございまして、また医療側の先生というかお医

者様を入れてはおられるが、積極的に発言はしないで、むしろ学識経験者

や弁護士が入って紛争解決を促進しながら、そして意見を求められたとき

に医師が専門家として発言をするということで、そういう意味では弁護士

会で各地で行われておりますモデルの中でＡＤＲの和解あっせんのあっせ

ん人あるいは仲裁人候補者等と呼ばれている立場に加えて、医師会の先生

方が専門委員としてご参加をいただくというようなこともしばしば話題に

出ているところでございまして、そういう意味では、このＡＤＲという場

を通じて医と法の対話と連携の在り方が進んでいくのが大変望ましいと思

っておりますし、そういう意味では茨城県医師会での小松先生の取組に大

変感銘を受けた次第でございます。 

 以上でございます。 

 

○山本座長 

 ありがとうございます。ＡＤＲについての本質的なコメントをいただい

た形ですが、小松構成員、どうぞ。 

 

○小松構成員 

 今のお話の中で賠償額のお話が、私、前回も聞いたんですが、これは私

たちも一番最初問題にしたことでございまして、それで損保会社とも話し

て、やっぱり最初に相談してほしいということを言ったんですけれども、

ただ私たちは、もし最初に話し合っていても、恐らく損保会社でそんなこ

と、これは先にそっちで話したから、自分たちに相談しなかったから払い

ませんよというようなことは社会正義上できないと思ったんですね。だか

ら、もうこれはそのままいきましょうと。こういう規約は日本医師会の医

師賠償責任保険には書いてあるんです。だけど、それは、恐らくはそうい

うことは起こり得ないということで始めました。 

 恐らくは、賠償額は時間が超えるよりこれでやられたほうがはるかに安

く解決すると思うんですよね。損保会社もそのほうがいいと思ってくるん

じゃないかと私たちは思っております。 

 

○山本座長 

 ありがとうございます。保険の問題については前回もかなりご議論をい

ただいたかと思いますけれども、一つの方向が示されたのではないかと思

います。 

 今の点でもほかの点でも……どうぞ。 

 

○宮脇構成員 

 医療過誤原告の会の宮脇と申します。 

 全国でこういう形でＡＤＲの機関が努力を積み重ねられているというこ

とについては、私たちとしても非常に心強く思っています。最近の被害者

からの相談で、病院が事故当初は責任を認めていたんですけれども、その

うち大分態度が変わってきて全く話合いに応じなくなった、もうＡＤＲ機

関にお願いしようと思うんだけどというふうな話がぽつぽつ聞かれるよう

になっているので、そういう点では、今日のお話を伺って、各ＡＤＲ機関

で医療者と被害者を結びつけていこうという形で地道に努力を積み重ねて

おられることに対して敬意を表したいというふうに思っております。 

 医療裁判になぜ医療被害者が訴えるのかというと、もともと医療裁判に

行くまでには、医療の専門の弁護士を探すことであるとか、鑑定医を探す

であるとか、それから裁判の中でも医療機関側と戦っていくと裁判所のハ

ードルが非常に高くて、先ほど北海道の先生がお話しになられたように、

勝訴率も25％という程度で、一般の経済的な面からすると全く割に合わな

い裁判なんです。それでも真実を知りたいという思いに突き動かされ、あ

えて敗訴が予想されたとしても何らかの手がかりを得たいという思いで裁

判という形になっていくケースがあるわけなんですけれども、ＡＤＲの今

日のお話の中で、北海道や茨城については非常に受任率も高いということ

で、それから解決していく割合も増えているということでは、医療機関の

ほうが被害者に対して納得できるような情報公開がかなり進んでいるとい

うことであれば、今後にとって展望があるなというふうに思います。そう

いう点で東京弁護士会もいろいろ工夫されていることは今日の資料でも出

されておりますけれども、実際に調停に当たられていて、今日報告された

構成員の先生方は、医療機関からの正直な情報公開という点で、実感とし

てはいかがなものでしょうか。 

 

○山本座長 

 小松構成員、お願いできますか。 

 

○小松構成員 

 医事紛争委員会というがあって、これは前置きですけれども、医療機関

側から申請して、こういう苦情が来ました、だからご判断してくださいと

医事紛争委員会のときに上げてくるんですね。それで、資料も一緒に出し

てくるわけなんですけれども、それが全部そろっているかどうかというの

は分からないですね。ただ、足りない場合は、これはないか、あれはない

かと聞くわけですけれども、それで出してくることはあります。 

 この中立委員会の場合は、まず患者側と医療機関の間でいろんなやりと

りがあります。その間に疑問点は、大概の人はこういうところが疑問だか

7



 

ら、これはないのか、あれはないのかというようなことを持ってきますの

で、そのときに中立委員会の委員は、それが患者サイドから言われれば、

これを出してください、あれを出してくださいと言えば、まずほとんどの

医療機関は対応します。それは隠しているかどうかは分かりませんよ。 

 １例ないというのがあったのは、５年以上過ぎたＭＲＩの写真だったん

ですけれども、それは倉庫に置いておく場所がないから他県の倉庫に移し

たんですね。それが見つからなかったんですね。それは、ただコピーはあ

るんです。現物を出せと言われたものだから、それが出せなかったことが

１例ありますけれども、コピーはございました。 

 まず、患者サイドが要求する資料というのはほとんど出されますね。 

 

○山本座長 

 ありがとうございました。 

 ほかのＡＤＲ機関でもし今の、どうぞ。 

 

○佐々木構成員 

 茨城のほうのすごい成功されておられる、医療者と患者の対話を築かれ

ているというのは大変いいことだと思います。だけれど、この医療ＡＤＲ

というのは２つあって、対話型ＡＤＲ、また裁判準拠型ＡＤＲというのが

あるんじゃないかと思います。対話型ＡＤＲということにおきましては、

コミュニケーションをどのようになさっているのかなと思うんですけれど

も。医療者と患者に向き合ってちゃんと思いを伝えてほしいという、医療

者側も思いを伝えたいという気持ちがあると思うんですね。患者も言いた

い。そのお互いの言うその場におきまして、コミュニケーションの仕方と

いうのはどのようになされているのかなと思います。 

 そしてまた、対話が決裂しましたら裁判に行くわけですけれども、裁判

というところは、やはり医療裁判というのは、人間の生命、身体、健康、

そういうようなものを裁くのに、法律的とか、また損害賠償とかいう、そ

ういうようなものは望んでいないわけですね、私たちは。医療者と向き合

っていただきたい、そして本当に心を通じ合って解決していきたいという

思いがございますので、対話型というのは必要だと思いますので、まずコ

ミュニケーションの仕方はどうなさっているのかということをちょっとお

聞きしたいと思うんですけれども。 

 

○山本座長 

 小松構成員、申しわけありません。 

 

○小松構成員 

 私たちは、特別のコミュニケーションはどうすればいいとか何かという

ことはやっておりません。ただ、説明、話をまず聞くことから始まるんで

す。申立人とこっちの委員が対面してやるわけですが、その人の訴え、そ

れがどういうことに疑問を持っているのかということをまず聞いて、それ

で次に医療機関側から、こっちの申立人が、患者さんはこう言っています

よ、あなたはどう考えますかということをまず次に聞きます。また、それ

を返して、それを繰り返すわけですね、しばらくの間。その間に、弁護士

が中心になってやるわけですけれども、医療問題で患者さんにこれはこう

いうところで誤解しているなというところがあれば、これは医者の言って

いるほうが正しいですよと、こういうものです。そうして、医者の言って

いることに疑問があれば、私たちはそれはちょっとおかしいんじゃないの

かというようなことは言います。それで、すり合わせていってやっぱり何

回か話している間に誤解は解けてくることが多いんですね。ただ、これは

それで解けない人もおります。これは事実でございます。 

 

○佐々木構成員 

 第三者機関が入っておられるということでしょうかね、そのコミュニケ

ーションの間には。 

 

○小松構成員 

 ええ、だから感情的にならないことですよね。人間は抑える者。たまに

は物すごく暴言を吐く人もいますけれども、それはやめてほしい。 

 

○佐々木構成員 

 そうですね。だけど、そのコミュニケーション技法を持たれた方という、

そういう方が進めていくというのも必要ではないかなとか思います。 

 

○小松構成員 

 やっぱり弁護士さんは上手ですよね。うまくいろんな調整してくれます

よね。本当にありがたい。医者がやったらとてもできないですね。 

 

○佐々木構成員 

 ありがとうございます。 

 

○山本座長 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、ほかにいかがでしょうか。 

 どうぞ、和田構成員。 

 

○和田構成員 

 さっきもお話が少し出ていました応諾率の話ですけれども、この前も、

そこをどういうふうにクリアしていくのか一つのテーマになっていたと思

います。今日お話を聞くと、茨城の場合は医師会のところでやっておられ

るということで、医療側にも余り抵抗もないだろうと予測はつくんですが、

北海道が存外に10件中９件で応諾されているという、これは非常に高い率

ですね。少し耳に挟んだようなところでは、やはり10件ぐらいで一、二件

ぐらいしか応諾してくれないというふうなところもあって、必ずしも手続

主催者にお医者さんが入っているかどうかともまた違うような気もするん

ですね。 

 その応諾率を決めているファクターには一体どんなものがあるのか考え

た場合、一つの仮説的な考え方としては、医療機関そのものよりは医療機

関の顧問弁護士のＡＤＲに対するスタンスというのが影響していることも

あるかと思うんですが、その辺り、北海道の橋場先生のところで非常に率

が高いということで教えていただければ。 

 

○山本座長 

 お願いします。 

 

○橋場構成員 

 そのとおりでございまして、医療ＡＤＲを立ち上げるときに、患者側の

事件を多くやっている弁護士のほかに、医師会の顧問をやっている事務所

のいわゆる勤務弁護士たちも若手が入ってかなり熱心に活動していたとい
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う実態があるんですね。 

 医療側も、今まで裁判には起こさないけれども、簡易裁判所の調停に持

っていっている事件というのは実は結構あったそうなんです。それを患者

側が弁護士会のＡＤＲに申し立てたときには、それを積極的に使おうじゃ

ないかという、そういう理解と機運があるのではないのかなという気がし

ておりますね。 

 さらにいけば、医療側も、今日の今田先生の紹介があった病院側が申し

立てるというのがありますよね。そのときにＡＤＲを使うときの費用を医

師賠償保険で使えるのかどうかというところについても真剣に今ちょっと

協議しているようなところがありまして、やっぱり保険会社に分かっても

らえれば、お医者さんの側の委員会がありますよね。あれは医師側の代理

人として普通活動される委員会というふうに私は理解しているんですけれ

ども、あそこの件数もかなり事件はたくさんある中で、まだまだ弁護士会

の医療ＡＤＲに俎上に上がるような事件というのはたくさんあるのではな

いのかなという気がしています。 

 札幌の特殊性は、さっき申し上げたとおりに、訴えられた病院側の顧問

弁護士の理解があるという、狭い地域ですので、そういったことで今のと

ころはうまくいっているというところです。 

 

○山本座長 

 小松構成員、何か一言。 

 

○小松構成員 

 今の橋場先生の話で、今の最後の発言は非常に問題なんですよ。医事紛

争委員会のことを言われたと思うんですけれども、決してあれは医療側に

立った委員会ではないんですよ。例えば茨城県医師会の医事紛争委員会は

あります。毎年40件前後の紛争があるわけなんですけれども、それが上げ

られるんです。21年度の有責率、医療側に責任ありというのは６割です。

委員が20人の委員でやるわけなんですけれども、これは極めて厳しいです。

今は医療側に非常に厳しい。これは勤務医から開業医から入った専門の委

員がいるわけですけれども、この委員会は非常に厳しいです。もうそれは

行き過ぎじゃないのと思うようなことまで行きますね。ちょっとそこまで

やられたら耐えられないよと。私たちは委員ですけれども、執行部ですか

ら余り発言しないようにしていますけれども、ちょっと厳しいなというよ

うな意見が多いですね。 

 それで、先ほどの和田先生の話で応諾率の問題なんですけれども、私た

ちのところは委員長は弁護士がやられているんです。その委員長の考え方

が、来たものは全て受けるという考え方なんですね。弁護士が今３人入っ

ているんですけれども、顧問弁護士はそこの中に入っていません。これは

医事紛争委員会で別組織になっていますので、顧問弁護士を入れるとまる

っきり医師会の関係になってしまいますので、顧問弁護士は入っていませ

ん。それで、１例だけ受けられないのが、委員長が受けないと言ったのが、

やくざみたいな男が絡んでいて、これはちょっと紛争に対応できないとい

うような、恐喝なんですよね、要するに。この事件はちょっと中立委員会

の問題ではないだろうということで、それ１件は断りました。そういうこ

とがございました。 

 

○山本座長 

 よろしいですか。 

 それでは、ほかに。 

 どうぞ、中村構成員。 

 

○中村構成員 

 中村でございます。 

 このＡＤＲの問題を考えるとき常に話題になる論点として、ＡＤＲとい

うのは相談の段階の件数は多いんだけど、実際にＡＤＲという形であっせ

んなり調停なりで申し立てされる件数というのは、今日のお話を聞いてい

てもそんなに数は多くないということがあります。前回の東京の場合もそ

うだと思うんですが、相談からＡＤＲにうまく結びつけていくためにどん

な工夫をそれぞれされていらっしゃるのか。先ほどの小松先生のお話です

と、中立委員会の場合には、もともとアクセスしてこられる方は申し立て

を当初から予定されていらっしゃると思うのですが、もうちょっと幅広く、

特に弁護士会なんかの場合でしたら法律相談からＡＤＲへというような結

びつきというのが一つあると思うのですが、基本的には患者さん側の申し

立てがほとんどだとすると、そこがうまくつながっているとスムーズにＡ

ＤＲにアクセスでき、これは医療だけに限らずＡＤＲ一般の問題だと思う

んですが、そのための工夫が特に医療の場合どういうことが考えられるの

か、またどういうふうに実際に実践をしていらっしゃるのかについて、札

幌や広島あるいはほかの弁護士会でも結構でございますので、少しご意見

をいただければと思います。 

 

○山本座長 

 いかがでしょうか。今……じゃ、北川構成員。 

 

○北川構成員 

 大阪の北川です。 

 医療に限らないというようなお言葉もありましたのでちょっと甘えて発

言させていただきたいと思いますけど、大阪では従前、弁護士会ＡＤＲと

いうことで民事紛争処理センターというのをやっておりまして、こちらで

は、手続相談に来られた方に対して中身の話もやっぱり聞きますので、聞

いたやつをまとめて申し立ての書をつくる手伝いをさせていただいていた

というようなことがありました。人によってどういう手伝いをするかとい

うのは違うんですけれども、私の場合ですと、当事者とかは自分で書ける

でしょうからそのまま置いておきまして、どういう示談あっせんを求めて

いるのか、それでその理由は何かということについていろいろ聞いたやつ

をまとめて、別紙としてつければこれをいいというような形にして本人に

差し上げるというようなことをしておりましたので、相談に来られた方は、

比較的、少なくとも私が相談に関与したものについてはそのまま申し立て

ていかれる、もしくは後日その別紙をつけて送ってこられるというような

形が多かったというのがありまして、今現在、弁護士会ＡＤＲは総合紛争

解決センターに発展的解消をしていまして、それで一体だれが受け付け相

談をするんだというようなことで、当初はしてなかったんですけど、なか

なか形式的なことが分からなくて申し立てに至らないというようなことも

多かったようなんです。 

 例えば医療ＡＤＲの関係で言うと、だれが申立人でだれが代理人かも分

からへんような申し立て書みたいなのも本人さんの部分もありまして、そ

れで悩んで書けないというようなものが相当あったんじゃないかと思われ

ますので、総合紛争解決センターのほうでも、申し立ての補助、そういう

制度を採用することにいたしました。 

 民事紛争処理センターの場合は毎日２時間ずつぐらい当番でやっていた
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んですけれども、総合紛争解決センターの場合は、ほかの団体さんも多い

ので、なかなかそこまでのことは決められないということで週１回なんで

すけど、これは報酬を出すという形でしっかり相談していただいて、でき

るだけ申し立てにスムーズにつなげるようにというように現在運用を始め

ました。 

 以上です。 

 

○山本座長 

 ありがとうございました。 

 児玉構成員、先ほど手を挙げておられました。 

 

○児玉構成員 

 第二東京弁護士会の児玉でございます。 

 法律相談からＡＤＲの応諾に至るプロセスで、やはり実際に初動で、例

えば医療安全支援センターから法テラス等の公益的な法律相談に携わる弁

護士への相談窓口への紹介件数が統計上も大変多数に上っておるわけです

けれども、こちらからの医療ＡＤＲの利用率が、今はっきりとした統計は

まだ把握をしておりませんが、東京都等の私が知る限りの情報では、それ

ほど公益的な法律相談に携わった弁護士が関わってＡＤＲを利用するあえ

て言えば利用率というものがまだまだ改善の余地がある状況にあると思い

ます。 

 それから、もう一つはＡＤＲの先ほど来話題になっている応諾率、医療

機関側が応諾をするかどうかという場面で、率直に申し上げてそのような

ことがないのではないかと思って始めたことではありますが、医療側に立

たれる弁護士の先生がＡＤＲに余り理解を示してくださらないというよう

な地域も特定の地域ではあるのですが、特定の地域ではございますが、実

際にあるというようなお話を承っておりまして、この点で、お隣に座って

おられます日弁連ＡＤＲセンター委員長の渡部先生を中心といたしまして、

各会のＡＤＲの取組の連絡調整をしていく中で、弁護士会の中で医療ＡＤ

Ｒに対する理解をさらに深めていく啓発、連絡調整、それから情報提供等

の地道な相互理解の理解を深める取組というのが必要になってくるのでは

ないかということが１点でございます。 

 ２点目は応諾率ということで、もう一つのファクターは、個々の弁護士

のクライアントとしておられる医療機関あるいは医療界の先生方と、それ

から法律家の間の相互理解の問題でございまして、この点につきましても、

日弁連ＡＤＲセンターでの連絡調整を行う医療ＡＤＲ特別部会の中で、各

地で今ＡＤＲの取組、現場で一生懸命始まっておりますので、個々の取組

を医師会、あるいは病院団体、あるいはその地域の中核となる基幹病院の

先生方、あるいは現場で診療に携わっておられる開業医以下の多くの先生

方にどのように認知をしていただき、理解をしていただくかという、そう

いう相互理解を進めるような取組を今どのようにスタートしようかという

ことを検討し、また各地の工夫を促し、アイデアをお出しいただくように

連絡調整を行っているところでございまして、まさにこういう場を厚生労

働省にご用意いただいているわけで、こういう場を通じて、医と法の対話

と相互理解、そして医療ＡＤＲへの理解の広がりが出てくるといいなとい

う期待感を持ちつつ、また私どもの取組も強化していきたいと思っており

ます。 

 以上でございます。 

 

○山本座長 

 ありがとうございました。 

 どうぞ、増田構成員。 

 

○増田構成員 

 先ほどの中村先生の相談からＡＤＲにどう結びつけるかということなん

ですけれども、愛知県の場合には、医療ＡＤＲでもそのほかの一般のＡＤ

Ｒも相談前置というのをとっているわけではございません。ただ、先ほど

橋場先生から札幌の医療過誤問題研究会というのが報告されましたけれど

も、愛知県でも医療事故の情報センターというものがありますし、医療過

誤問題の研究会といったところもございますので、そういったところに相

談に来た方から相談を受けて、それがＡＤＲで解決することがふさわしい

ということであれば代理人になったり、あるいは自分が代理人にならない

までも弁護士会の紛争解決センターを紹介していくと、そういった形での

持ち込みがされているというのが実情だろうと思います。 

 ただ、こういった研究会に関わっていない弁護士、例えば交通事故等の

相談を受けているような弁護士からも申し立てがされています。愛知県で

は、弁護士会紛争解決センターにおいてどういったＡＤＲがなされている

のかといったことを弁護士会の会報で広報したり、あるいは各自治体の無

料法律相談にパンフレットを置いたりしていますので、実際にどういった

形でＡＤＲがなされているかというその実績の問題と、あとどういった形

で広報していっているのかということが申し立て件数、相談からＡＤＲに

結びつける一つの要素であろうかというふうに思います。 

 それからあと、応諾率につきましては、愛知県の医療ＡＤＲについては

90％ぐらいの応諾率がございますけれども、これもやはり特に医療側の弁

護士、顧問の弁護士であり、あるいは保険会社の弁護士をされている、そ

ういった先生方が非常に積極的に出てこられるというところがありますの

で、まず応諾率を上げるためには医療側の先生方に理解をしてもらうとい

うことが先決だろうというふうに思っています。 

 以上です。 

 

○山本座長 

 ありがとうございました。 

 じゃ、小野寺構成員、どうぞ。 

 

○小野寺構成員 

 仙台の小野寺ですが、医療ＡＤＲ内のＡＤＲ一般の申し立て件数をどう

やって増やすのかということから、ちょっとお話をしてみたいというふう

に思っています。 

 仙台は、弁護士の数が約330人ぐらいで、毎年申し立て件数が110件ぐら

いですね。ですから、弁護士の数にしてみれば率は低くはないんですけれ

ども、なかなか110件を突破できないので、どうやったらもっと増やせる

のかということで、この前ちょっと興味深い調査をしてみたんですが、

330人の弁護士で申立人、代理人になった人あるいは相手方になった弁護

士の４年間の数を集計してみたんですが、３分の１の弁護士が使っている。

３分の２の弁護士は全く使っていないということが分かったんですね。つ

まり、ＡＤＲを使っている人はまた使う。使わない人は一向に使わないと

いう二極に分化しているということが非常にはっきりしたんです。そうだ

とすると、その３分の２にどうやって切り込んでいくのかということです

ね。 

 要するに、弁護士が絶えずお勧めメニューとして頭の中にＡＤＲを置い
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ているかいないかということが件数を増やしていく場合の大きな要素だろ

う。３分の２の弁護士さんは多分調停というふうにいっちゃうんだろうと

思うんですね。ＡＤＲというのは知識としては知っていても、メニューと

してまでは浮上していないという現象が分かったので、そこをどうやって

突破していこうかといろいろ議論した結果、一つの方策としては仲裁人に

若い弁護士を補助者としてつけよう、もう義務的につけちゃおう、１年生、

２年生のときの弁護士さんをもう仲裁人のそばに置いて、弁護士会に入っ

たときからＡＤＲを頭の中にたたき込もう、そうすればその先生は自分の

事件を抱えるようになってからＡＤＲのことを頭の中に置いて相談を受け

るだろうということが１つです。 

 それから、もう一つは、このＡＤＲが広がっていくかどうかというのは

専門分野に広がっていくかどうかだろう。例えば、建築紛争をＡＤＲで解

決できるか、あるいは犯罪被害者をＡＤＲで解決できるかという、この専

門分野が外縁を広げていくんだろうという問題意識に立って、仙台の場合

は犯罪被害者とか、あるいは建築紛争委員会のトップの弁護士をインタビ

ューして、どうやったらＡＤＲで建築紛争あるいは犯罪被害者を解決でき

ると思いますかというインタビュー記事を拾って皆さんに投げかけていく

ことを検討中です。 

  それから、裁判所で毎年やっている医療問題の懇談会がありますね。

毎年、弁護士会としてはＡＤＲの現状を報告して、仙台の名立たる病院の

院長先生にＡＤＲというのがあるんだよということをお伝えしているとい

うことで、これもかなり長い地道な広報活動あるいは実績を積み上げてい

く中で少しずつ、先ほども先生がおっしゃった対話と連携が築かれていく

んではないかなというふうに思っています。 

 

○山本座長 

 どうぞ、植木構成員。 

 

○植木構成員 

 千葉で医療紛争相談センターを主催しています植木です。今までとはち

ょっと違う視点からの発言となりますが、よろしいですか。 

 今日のご報告もそうですが、前回の場合もそうでしたが、ＡＤＲの主体

となっているのは弁護士会が中心になってやられている紛争解決センター

の経験であり、そこでの特有の問題が前面に出てきているというふうに思

っております。いずれもお話の最初の出発点が法律相談という観点から問

題が捉えられているのです。したがいまして、その法律相談の中でそれが

できるだけ裁判にいかないために、ＡＤＲを利用した場合の問題点はどう

なるのでだろうかという、そういう趣旨のご発言が多かったように思いま

す。 

 ただ、我々の場合は、千葉の場合はそういう出発点が法律相談ではござ

いません。多分、茨城の場合もそうだと思いますが、出発点はあくまでも

医療に関する不信の解消、あるいは医療に対する紛争の相談から出発して

いるという点です。したがいまして、我々の場合は、それに対処するため

にはとにかく徹底的に医療相談を行い、それに懇切丁寧に応えてやる、こ

れが一番大事だと思っております。前回もお話をしましたように、それを

しっかりやりますと大体８割ぐらいは紛争にならないでちゃんと解決する

んだというのが大前提でございます。 

 その中でなぜこういうことを申し上げるかというと、最終的には医療Ａ

ＤＲというものの特殊性を、対話であれ、和解、仲裁であれ、どういうふ

うに理解して紛争の解決を図るかということだろうと思います。それは１

つには、紛争の原因について当事者間に争いがあるというときに、調停委

員が弁護士さん、あるいはその関係者だけであられるときに、それだけで

因果関係等々の問題に争いがあるとき、それを専門の医師を排除して本当

に紛争の解決ができるだろうか、それが弁護士会中心のセンターに対する

疑問の出発点であります。そのためにはやっぱり調停委員の中に、何らか

の形で医師の専門家が入っていただくほうがよろしい、というスタンスで

我々はやっているわけであります。当事者もそれを望んでいる。それが裁

判をしないでも紛争を解決できるＡＤＲの歳代のメリットであると考えま

す。 

 それからさらに第２番目に、仮に因果関係がある程度明確で、争いの内

容が一応はっきりしており、あとは補償だけの問題である、あるいは損害

額の算定の問題だということになったとしても、それはもちろん法律的な

判断でありますから、弁護士さんが調停委員としてそれに対するある種の

基準を策定し、妥当な解決提案を出すというのはそれでいいんでしょうけ

れども、ただその際であっても、結局具体的な金額を決める際に何が問題

になってくるかというと、やっぱり診療機関や当該医師の違法度の問題が

重要となります。そうしますと、この事件はひどいなとか、あるいはこれ

は医師としてはやってはいけないことだとか、当時としてはやむを得なか

ったとか、ある種の注意義務の内容についての評価、そういうものをやっ

ぱり考慮しないと具体的な金額は出てこないだろうと思います。したがい

まして、そういう意味でもやっぱり医師の専門家としての関与が調停にあ

たってはどうしても必要になってくる。これが２点目であります。 

 それから、第３点目ですが、今日の小松先生のお話とも若干関係するわ

けですが、結局、医療ＡＤＲで解決する最終的な目的は一体何だろうか、

という問題です。裁判と違う医療ＡＤＲというもので目指すべき目標は一

体何だろうかということに関わると思うんです。我々は、同種の事故の再

発を防ぐことを歳代の目標にしており、当該事故の解決を図るということ

は当然のことでありますけれども、同時に同じような事故が再び出てくる

ということだけは防がなければいけない、と考えています。そういうこと

との関連で言いますと、私も若干経験をしたところでありますが、病院の

代理人の先生が出てこられていろいろとお話をしてある程度まとまってく

るわけなんですけれども、どうしても代理人の場合は当該事案の解決には

一生懸命になるわけですが、その事案の解決を通して何が問題になってい

るのか、何が今問われているのかということについての評価が十分なされ

ない傾向にあります。したがって調停で問題医となった点が病院側に十分

伝わらない、あるいは当該医療従事者に伝わっていない点が気になります。

そういうところからすれば、私は若干の勇気を持って言いますと、できる

だけ代理人と同時に病院の関係者も和解のテーブルに同席していただくほ

うが、二度とそういう問題を起こしてはいけないんだ、あるいはどうした

ら再発を防げるのだろうかということを考えていただくためにはベターで

はないかと、そういう印象を持っています。 

 以上です。 

 

○山本座長 

 よろしいでしょうか。ありがとうございました。 

 どうぞ、小山構成員。 

 

○小山構成員 

 病院の代表ということでもって出席させていただいています東邦大学の

小山と申します。 
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 今、病院の応諾率の話題が出ておりましたけれども、確かにいろいろな

問題を含んでいると思いますが、まず１つはＡＤＲは何なのと言われたと

きに、この会議もそうなのですが、例えば茨城県あるいは千葉県のように

医師会がやっているようなＡＤＲもあるし、弁護士さんが中心となってや

っているＡＤＲもある。ここの中の根本的な違いは、特に今茨城県の小松

先生がおっしゃったのですが、当時者同士を連れてくるということを一大

目標にしている。ここだけだったらば我々も分かるし、我々もやっぱり努

力していかなきゃならないという気はあるんですけれども、名古屋とか、

あるいは札幌もそうだという話だったんですけれども、代理人同士の話合

いをするんだったらば何もＡＤＲの必要があるのかという疑問が我々の中

に出てくるんですよね。一番大事なのは、患者さんが納得できるような解

決の仕方をする一つの方法としてこのＡＤＲというものがもし出てきたん

だとしたらば、やはり医療の場合は当事者同士が出てくるようなものをＡ

ＤＲというふうに僕は位置づけたほうがいいのではないかと思いますよ。

そこのところがどうもはっきりしないので、医療側は何となく、どっちな

んだろうなというふうに思いながら、もし代理人同士だとしたらば、今、

鈴木先生がおっしゃったけれども、ある評価が必要だということになった

場合には、中立的な評価というのは、裁判所のほうが中立定な評価ができ

るし、ちゃんとした結論が出せるだろうというような気がするんですよね。

それが弁護士さんのところで全部評価をされてしまうようなＡＤＲだとす

ると、ちょっと違うのかなという認識を持っているところがあります。 

 それから、もう一つ、このＡＤＲに参加するかしないかというのは、先

ほど札幌の方もおっしゃっていましたけれども、やはりその病院の弁護士

さんがどの程度ＡＤＲにということは、これは非常に大きな要素になりま

す。病院で何か起きたときには、ＡＤＲから話が来た場合には、どうしま

しょうかという相談を必ずしますので、これは逆に我々の問題というより

も弁護士さん同士の間の問題であるんだと思います。 

 医療側とすれば、この10年間、恐らく物すごい努力でもってこの医療安

全あるいはこういうことに対しての対応に対して並々ならない努力を僕ら

はしてきたと思うんですよね。それが先ほどから話が出てきているように、

医療紛争が少しずつ減っているということはあるんですけれども、でもい

まだに厳然としてあることは事実ですので、ただこれも、今、鈴木先生が

おっしゃったような形の８割ぐらいは話合いをすると…… 

 

○鈴木構成員 

 植木先生です。私ではなくて植木先生。 

 

○小山構成員 

 植木先生がお話しになった８割ぐらいは話合いで解決するというレベル

のものなんですよね。これが代理人同士になっちゃうともっと複雑な話に

なっちゃって違う方向へ行くんですよね。だとすると、もうそこにいるよ

りも裁判のほうがいいよというような考え方も医療側には出てくるのでは

ないかというふうな感じがいたします。 

 以上です。 

 

○山本座長 

 どうぞ、鈴木先生。 

 

○鈴木構成員 

 小山先生、ちょっと誤解があると思うんですが、私は東京三弁護士会で

やっているのですが、申立人は大半が患者さん側です。代理人がついてい

ないことも少なくありません。非常に多いです。代理人がついている場合

も、ご本人は必ず出頭しています。 

 しかし、病院側は代理人しか出頭しないということが間々あります。あ

るいは、病院の責任者が出頭したとしても、担当医が出頭することはほと

んどありません。申立人の患者さんは、担当医との間で話をしたいと言い

ますけれども、病院側は担当医を出すわけにはいかないというものも非常

に多いです。しかし、私たちはタイミングを見計らって、担当医と直接対

話をすることを何とか実現できないだろうかということを、代理人がつい

ている場合も、あるいはついていなくて病院管理者が出てくる場合もお話

をして、それはタイミングを見計らって院内でそういう対話を行うことも

あります。 

 ですから、本人同士の対話を望んでいる対話型といったときに、患者さ

ん側は必ず本人が出てきますけれども、病院側はその対話の対象者は病院

管理者であることがすごく多いんですね。あるいは、医事課の担当者であ

ることが多くて、そこのところが、ですから病院側がむしろ直接ご本人が

出てきて話合いを成立させるということにどういうふうにしたらいいかと

いうところが、今、対話型の問題点の一つなのではないかというふうに思

います。 

 患者側が、本人を差しおいて弁護士が出ていってどんどんしゃべるとい

うことはほとんど少ない、少なくとも東京三会、弁護士会型の場合には少

ないというふうに言えると思いますが、いかがでしょうか。ここに参加し

ている弁護士の方々、皆さん、うなずいておられると思うんですけれども。 

 

○小山構成員 

 一部そういうところもあるんだと思うんで、それは個々の事例によって

違ってくると思いますけれども、ただ一般的にそれを受けるといったとき

に、例えば前回、たしか名古屋ですか、80％以上がそれぞれが代理人にな

っているという事実もありますよね。そこにご本人が入っている。我々と

すれば、ある意味、病院の中で非常に患者さんとの対話に努力しておりま

す。かなり無理難題を言ってきます。とんでもない時間帯だったり日曜日

だったりしますけれども、それに対しても医療側は非常に一生懸命今対応

しようとしているんですよね。対応しようとしているんですけれども、そ

こにＡＤＲというものが出てきたときに、これならいいよねというふうに

思ったんですけれども、どうも内容が当事者同士の本当の対話になってい

るのかなというのは、例えば今の茨城県とか千葉県なんかのデータを見ま

すと、ああ、これはそうですねという感じはするんですけれども、今の弁

護士さん代表の方々のＡＤＲの報告を聞きますとやっぱりちょっと違うの

かな。それは、この前の患者代表の佐々木さんも少しおっしゃっていまし

たけれども、患者さんが望んでいるのは当事者同士の話合いだということ

なので、やっぱり我々もそれは努力していく必要がありますけれども、そ

こら辺のプロパガンダというんですか、広報というんですか、本人同士が

やるのがＡＤＲですよ、医療界のというような話をしていただければ、そ

れなりのほうに行くのではないかというふうに思っております。 

 

○鈴木構成員 

 千葉や茨城はまさしく医師会が関与している。つまり、だから医師会が

関与して…… 

 

○植木構成員 
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 千葉の場合、医師会は関与していません。純粋のＮＰＯ法人です。 

 

○鈴木構成員 

 医師会は関与してないですか。千葉の場合には医療関係者ですし、茨城

の場合には医師会がイニシアチブをとっているんですね。ですから、直接

対話をしようということでつくった制度になり得るんだろうと思うんです

けれども、弁護士会がやっている場合には残念ながら、東京三会は応諾率

が３分の２ぐらいでしたかね、３件に１回は応諾してこないわけですけれ

ども、応諾してくる場合でも、要するに医師の側が積極的に紛争解決をし

たがっているのかどうかというのがはっきり見えないケースが少なくない

んですね。 

 そういう中で、私たちは、裁判所のように判決とか、そういう権力を持

っているわけではないので、紛争解決という共通の方向性をどうやって共

有できるのかというところから出発してやっているんですね。ですから、

私は医事紛争に35年ぐらい関与していますけれども、ことしで日本で初め

て医療裁判が起きたときから107年がたちますけれども、多くは、最初の

100年間は医療側は対話を拒んできた医療事故に関して、しかしこの10年

ぐらいは医療側も対話を拒んでいくほうがかえってリスクが大きいという

ふうに思って、対話を促進しようというふうになってきたかと思うんです

けれども、この紛争を解決することに価値があるという共通の価値観を見

出せるかどうか、つまりここに座って解決できるのか、座って無駄なので

はないか、そういう実績も絡んでいると思うんですけれども、そういう辺

りが、私たちから見ると、医療側が本気で紛争解決しようとしている事案

のほうがむしろ少ないというふうに思うんですね。 

 ですから、ここは要するに紛争解決という共通の価値観を共有するため

にはどうすればいいのか。つまり、直接対話を阻んでいる要因は何で、そ

れを促進するためにはどうすればいいのかということを、専門職能集団の

責任や法的責任も一方でありますけれども、他方で紛争解決することのメ

リットが医療界でどのぐらいあるのか。ほったらかしにしておくメリット、

デメリットと紛争解決したほうがいいというメリット、デメリット、そこ

の比較もしながら、多少、効率主義になりますけれども、全体的に紛争解

決することが至上の共通の価値なんだということをどうやって盛り上げて

いくのかということがこれから求められてくるのではないかというふうに

思いますけど。 

 

○小山構成員 

 お言葉を返すようですが、紛争解決したくないと思っている医者なんて

１人もいません。あり得ません、それは。 

 

○鈴木構成員 

 いやいや、それは先生、言い過ぎですよ。 

 

○小山構成員 

 だけど、紛争解決しなければ、終わらない以上進まないんですよ。 

 

○鈴木構成員 

 それじゃ、なぜ100年間対話を阻んできたんですか。裁判所しかなかっ

たんですよ。 

 

○山本座長 

 じゃ、渡部構成員、どうぞ。 

 

○渡部構成員 

 こういう場が議論を深めるのならば、大変価値があって、相互の理解が

進むと思うんですが、余り言い合いになってもどうかなという気がいたし

ます。 

 私は日弁連の立場で申し上げますが、先ほど札幌の発表の中で、裁判所

の勝訴率が25％ということがありましたけれども、その中に隠れていて、

明らかでないのが和解率の問題がありまして、最高裁の岡崎課長は、オブ

ザーバーの立場なので、なかなか言いにくいところがあるのでしょうけれ

ども、私が代わりに申し上げますと、和解の数がかなり多いので、それを

含めると、和解は支払額がゼロの場合もありますけれども、大体が患者側

に、何がしか払われることが多いので、それを含みますと７割方、患者側

の勝訴になっているのではないかという感触を、私は持っております。た

だ、平均審理期間を見ますと１年半以上かかって審理が長くなっているわ

けですね。 

 ところで、弁護士会の宣伝をするのが私の立場かもしれませんので申し

上げますと、弁護士会のＡＤＲの場合は原則３回で半年以内に解決すると

いう大体の目標がありまして、現実にも、大体そうなっているところでご

ざいます。 

 そこで、先ほど札幌の例で応諾率が９割という話がございましたけど、

札幌の場合は、２年前に、日弁連ＡＤＲセンターの中に医療ＡＤＲ特別部

会ができまして、その検討過程を経て、札幌の医療ＡＤＲができました。 

日弁連ＡＤＲセンター医療ＡＤＲ特別部会において、私の考えていた

のは、医療機関側が弁護士会に対して抱いているイメージ、すなわち、弁

護士会が患者側に立っているのではないかという見方でありまして、医療

機関側から余り信用していただいていないのではないかと感じている部分

がございました。 

それならば医療機関側の代理人の先生に、まず理解をしていただくこ

とが重要であろう。そうすれば、結果的には、実は患者側のためにもなる

のではないか。各高裁所在地に医療ＡＤＲをつくるときに、医療側の代理

人の経験豊富の方と患者側の代理人の経験豊富な方と両方入れて、立ち上

げに努力していただくという形をとりました。 

 それは、参加していただくことによって、弁護士会の医療ＡＤＲに対し

て両方からの理解を得られるということが目標としてもありました。 

そういう形でやっていきまして、この３月に８高裁付近に、は弁護士会

の医療ＡＤＲは立ち上がったわけですけれども、そうしていきますと、今、

札幌の例でありますように、医療ＡＤＲの監幹事の中に医師会の顧問の方

もいらして、弁護士会の医療ＡＤＲというのは必ずしも患者側のやめだけ

ではないんのだ、それは医療側にもちゃんと配慮してやってもらえるんだ

という理解が生まれてきたところにこの応諾率が生まれてきたのだと思い

ます。 

弁護士会ＡＤＲというのは権力的契機がありません。弁護士会ＡＤＲ

は判決できませんし、当事者は出頭を拒否をできるわけですね。それが９

割方来ていただけるというのは、医療側の少なくとも代理人が弁護士会Ａ

ＤＲを信頼しているということですね。 

だから、そこは、そういった感触、弁護士会ＡＤＲに対し、医療側と

患者側双方から、信頼感を抱いていただくということが我々にとっては重

要かなと思っております。そしてこれから、我々日弁連としてやるべきこ

とというのは、保険の問題、医師会の問題、いろいろあります。患者側の
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先生方は弁護士会の医療ＡＤＲを信頼していただいていると思いますし、

医療側の先生もかなり信頼がだんだん高まってきている。 

問題は、依頼者の側の先生達の弁護士会ＡＤＲに対する信頼感の問題

です。医師会側の先生とか病院側の先生の信頼感がどれだけ高まってきて

くれるのかというところにあるものですから、そこの信頼関係が高まるよ

うな工夫をしなければならないと思っています。立場上、今口に出して詳

しくは言えませんが、そういった工夫をいろいろとこれから各方面にやっ

ていきたいなと思っております。児玉先生が先ほどちょっと言われたこと

とつながるのでございますけれども。 

 

○山本座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、和田構成員、どうぞ。 

 

○和田構成員 

 ずっと議論を伺っていて２つ軸があると思うんですね。 

 １つは医療側か患者側かということですけれども、実はこれは余り本質

的な問題ではない。ＡＤＲに対する医療側の不信感の構図というのはそう

ではなくて、医療側の論理と法律の論理とのギャップというところにある

んじゃないかと僕は思うんですね。先ほど鈴木先生がおっしゃったことは

非常によく状況が分かるのですけれども、ただ例えば神奈川の当事者が来

られていて、弁護士さんも来られている、こちら側、医療側は弁護士しか

出てこないというときに、そこの場の議論で、だれが主導権を持って定義

しているのか。そのときに、例えば患者さん側が真相を知りたいというと

きには医療経過の事細かなことも知りたいと思っておられて、ところが弁

護士から見ると、法的権利を守ってあげようとする場合に注目すべき事実

関係があり、そこにちょっとずれがありますよね、医学的な真理と法律的

な評価というところでも。そうしたときに、例えばその患者さんが、真相

を知りたいという言葉にもっと情緒的な意味をも含めているときに、例え

ばその患者さんが、真相を知りたいという言葉にもっと情緒的な意味をも

含めているときには、それをだれがその場でコントロールするのかという

辺りが一番の問題です。僕は患者さん側も医療側もそういうずれを感じて

いる部分があると思うんですね。ですから、その辺りの内実のようなもの

が、メカニズムのようなものをもう少し詳しく教えていただければと思い

ます。 

 

○鈴木構成員 

 弁護士が関与すると、法的責任の有無に限局して対話を進めていくので

はないかという誤解があるように思うんですけれども、私たちは、申立人

が何を望んでいるのか、あるいは病院側がどういうことをご希望している

のか、そこを中心に考えようとしています。ですから、その先に法的責任

が出ることはありますけれども、まずは法的責任を入り口にしないという

形で進めていこう。 

 実は、私は、医療機関が話合いに積極的になれない要因の最大のものは、

話合いをすれば結局法的責任が追求されるのだといういわば法的責任への

恐れみたいなものが多分あるんだと思うんです。ですから、弁護士会がや

っているＡＤＲが法的責任の有無を判断する機関だというふうに誤解を受

ければ、それは応諾しないだろうというふうに思います。 

 ともあれ、法的責任は場合によっては棚に上げてでも、まずは実情をお

互いに何を希望しているのかというところからいく。しかし、その先に一

応の説明がされて、いろいろ問題が生じて、やはり医学的に見て問題のあ

る事案だということも病院側も一定認識してくるということになれば、そ

の次のステップとして、それでは最終的な解決として法的責任を絡ませる

必要があるのかどうか。多くの場合にはそこはやっぱり法的責任も絡まざ

るを得なくなるという形になるんだろうと思うんですね。 

 つまり、法的責任というのは、損害の公平な分担という損害賠償法の理

念が、さっき児玉先生が医と法の対話とおっしゃいましたけれども、必ず

しも医療界の中には、損害賠償責任ということが損害の公平な分担を図る

システムなんだということがご理解いただけていなくて、東京地裁の13医

科大学と弁護士会と裁判所の初期の対話の中に、民事上の損害賠償でもっ

て鑑定人がこれは有責じゃないかと言うと、この先生が刑務所に行くのか

というふうに考えたので、なかなかそこは踏み込んで法的責任に言及する

わけにいかないんだという、それはすごく大きな誤解ですよね。 

 ですから、そういうようなところが解きほぐれてきていて、法的責任と

いっても、損害賠償責任の場合には、被害者といいますか患者さんに生じ

た金銭的な負担が、その一部が病院側もシェアしていく必要があるのでは

ないかという、そういうようなやわらかい対話をしていくことによってそ

こが乗り越えられる場合も少なくないのではないかというふうに思います。 

 

○和田構成員 

 要するに民事手法は損害の配分なんだということ意味づけ自体が、先生

は、今、ソフトとおっしゃったけれども、多分、患者さんから見たり、あ

るいは医療側から見れば、それ自体まだ非常にハードで、問題の本質はそ

ういうところじゃないんだ、もっと別のところに問題があると感じている。

民事司法の機能として、もっともっと広がりがあることを本当は望んでい

る。それを損害の公平な分担だと言っているのは我々法律家だけなんじゃ

ないでしょうか。 

 

○鈴木構成員 

 だから、最後の出口のときにそういう問題が出ることもあるということ

を申し上げているので、それを入り口にしてはいけないということを申し

上げていますね。 

 

○和田構成員 

 それは、分かっています。 

 

○山本座長 

 どうぞ。 

 

○前田構成員 

 我々の受ける印象は、でも今、まさに和田先生がおっしゃったような印

象を持つんですよね。特に鈴木先生のまさにそういう言い回しですと、我

々はそういう感情を持たざるを得ない。 

 それから、さっき紛争を解決したくない医者はだれもいないと小山先生

はおっしゃいましたが、まさにそのとおりで、ただその土俵が皆さん側に

あるのか、あるいは中立な場所にあるのかという問題だと思うんですよ。 

 恐らく、医療者が話合いの場に立てない状況が一時的につくられたんで

すね。今ＡＤＲというものができ始めて、我々は積極的に患者さんと対話

をすることは全く違和感はございません。ただ、一時的にはやっぱり医療

者が基本的に医療被害の加害者と扱われていた時期があることも、これは
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否定できないですよね。 

 要するに、医療にミスがないのに過誤と言われ、我々に責任がないのに

被害者と言われ、それをまたマスコミが後押しをして、患者さん側の弁護

士さんたちがそれを追い風にして、まさに我々は黄門様に裁かれる悪人の

ように扱われた時期があるわけですよ。 

 それをちょっと今こらえてもう一度やり直そうとしているときに先ほど

のような言われ方をすると、非常に我々はつらいですよね。 

 

○鈴木構成員 

 いやいや、しかし…… 

 

○山本座長 

 ちょっと、じゃ児玉構成員、どうぞ。 

 

○児玉構成員 

 私は現場の実践をやっておる人間でございますので、余り学問的な理念

系に踏み込むこと自体も躊躇を感じるのですが、先ほど来の議論の中で、

非常に純度の高い純粋系あるいは理念系として、例えば医学の論理か法の

論理か、院内の対話か院外の対話か、対話型ＡＤＲか裁判準拠型ＡＤＲか、

医療相談か法律相談か、当事者による対話か代理人を介入させるか、どち

らかかというある意味純粋に極端な議論、それから最後、私、心に響いた

大事な言葉ですが、加害者か被害者かというような、極端な純粋な言葉と

いうのは南極と北極の果てで話をしているようなもので、南極の果てにも

北極の果てにもペンギンもいないかもしれない。我々がいるのはその間の

人の世界ですので、人と人がそれぞれ心を持ち、言葉を持って語り合う中

で、語り合える土俵を何とかつくりたいという願いはぜひとも共有してい

きたいものだというふうに思っております。 

 以上でございます。 

 

○山本座長 

 どうぞ。 

 

○小松構成員 

 今、鈴木構成員と小山構成員の話を聞いていまして、まさにこれが今の

現実の状況なんですよね。 

 このＡＤＲ、患者と医療側との対話をしていきたいという、それによっ

て植木先生が言われたように、事故の再発を防いでいきたいということを

願っているわけなんですけれども、確かに今まで医療機関に対するバッシ

ングというのは非常に強かったわけですね。特にそれで、医療事故に対し

ても、医療機関側がやはり昔、隠ぺいしたとか何かという問題が言われて

きましたよね。それは事実あったんですよ。だけど、それは責められて仕

方ないんですけど、現在、医療機関側でそのようなことを考えている人た

ちはもうほとんどおりません。その代わり、そのころに一方的に医療機関

が弁護士会からたたかれたという、要するに、鈴木先生もそうだったのか

もしれませんけれども、医療事故専門の人たちの弁護士にたたかれたとい

うことはトラウマになっています、医療機関は本当に。 

 それで、弁護士会主導ということに対しては、やっぱり納得いかないと

いう人が多いんですよ。これは事実でございます。だから、ここで、患者

と医療機関との対話と同じように、医療機関と弁護士会、医師会と弁護士

会、医師と弁護士、この対話がこれから必要になってくるんですよ。この

ＡＤＲをやるにしても、最初私たちが始めようとしたとき、弁護士の先生

も、そんなことをやるはずがないと、こう言われたわけですから、そのよ

うな誤解があるわけなんですよ。今はそうじゃない。医療機関はそうじゃ

なくなっています。今、小野寺先生が、仙台では医師会とこれから話し合

っていくと言いました。それが非常に大事なんだと思う。弁護士会と医師

会が話し合っていく、それによってこのＡＤＲというのがこれからどんど

ん発展してうまくいくほうに私たちが努力しなきゃいけないんですね。 

 これが駄目だ、あれが駄目だと言っていても駄目なんですよ。お互いに

理解し合わない限り、医者と患者どころか、弁護士と医師と理解し合わな

きゃ駄目だと私は思っているんですね。そのようにしていく会にしてほし

い。お願いします。 

 

○山本座長 

 ありがとうございました。 

  

○宮脇構成員 

 基本的な質問ですが、渡部先生から、高裁の範囲でＡＤＲを少なくとも

カバーできるとお話しがありました。前回からのお話では地域的なカラー

が相当強いなという思いがありまして、それから全国を見渡せばＡＤＲ機

関ができているところというのは一部ということもあります。被害者は全

国にいるわけです。例えば青森であれば仙台がＡＤＲを受けてくれるのか、

それから群馬、埼玉はどうなのかとか、そういう疑問に我々はしょっちゅ

う直面しています。そういう点で、ＡＤＲを受任する領域は高裁の範囲と

言うのが、今の到達点なのかどうなのかご確認いただければと思います。 

 

○渡部構成員 全国弁護士会の紛争解決センターや仲裁センターには、管

轄はございませんので、要するに全国各地どの地方の方でも、例えば青森

の方が東京の仲裁センターに申し立てることもできるんですね。ただ、ア

クセスの問題がありまして、それはなかなか難しいからやはり仙台でやっ

ていただく、今のところはそれしかないんです。 

 ただ、医療ＡＤＲを立ち上げていない弁護士会ＡＤＲにおいても、医療

紛争は扱っています。全国の弁護士会52会のうち26弁護士会30センターの

仲裁センターなり紛争解決センターがあるんですね。ここでは、医療ＡＤ

Ｒのないところでも、一般の事件として、普通の事件として受け付けてい

ると思いますので、それは対応可能だと思います。ただ、東京三会方式の

ように、医療側の経験豊富な先生、患者側の経験豊富な先生という、そう

いう方々が付いて、弁護士会医療ＡＤＲの手続をやっていただくというわ

けにはいかないかもしれませんけれども、ただ、受け付けはしていると思

います。 

 それから、全国規模で仲裁センターなり紛争解決センターをもう少し拡

大していこうかというのは、今、実は来週にでも日弁連ＡＤＲセンターの

会議にかけたいと思っているのですが、拡大の方向で考えております。日

弁連としてもそのように考えておりますので、それはＡＤＲとして、医療

紛争に限らず一般の紛争も弁護士会ＡＤＲで解決できるような形をとって

いきたいと思っております。 

 

○山本座長 

 ありがとうございました。よろしゅうございましょうか。 

 どうぞ、中村先生。 
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○中村構成員 

 医療者と弁護士という話が出ましたけれども、私はさっきからお話を聞

いて１点だけ気になるのは、ＡＤＲというのは紛争解決が目的だというふ

うにおっしゃられて、それは、医療者、弁護士、そこは共通の思いだとい

うところです。 

 しかし、私は、ＡＤＲというのは別にそこですべて解決を図らなくても、

それが法的解決だろうと、あるいはそれ以外の解決であろうと、やはり患

者さん本人が一番そこでの主役であるはずであって、その方が何を望んで

いらっしゃるのかが重要で、先ほど児玉先生から話合いの場というお話が

ありましたけど、例えば説明会方式ということで、ＡＤＲをそういう説明

会の代わりに使うというようなことが、前、愛知県弁護士会のセンターの

方からお話を聞いたことがありますが、いろんな使われ方がＡＤＲであっ

ていいはずです。そこの中で完結的に何か最後まで和解をしなければいけ

ない、和解をしてこそ初めて成果なんだというふうに位置づける必要がそ

もそもあるのだろうかという根本的な疑問があります。その話合いの場を

つくるということ自体がむしろ設置目的の大きな意味なのではないか。 

 特に、今日、東京三会の検証報告書に載っておりますところで、私が１

つ気になるのは、この７ページのところを見ると、先ほど応諾率の話が出

ましたけれども、応諾率について、７ページの下のところに、不応諾事件

25件のうち、代理人が選任されている事件は申立人11件、相手方６件であ

る。不応諾事件では、申立人、相手方とも代理人選任率が低い傾向にある

ということ、特に相手方において、その傾向が顕著であることが指摘され

ています。 

 相手方の代理人選任率が低いというのは、先ほどから和田先生が指摘さ

れたことだと思いますけれども、弁護士の方の認識がまだ十分でなくて、

医療側の病院等を説得できない、あるいは弁護士自身がＡＤＲに対する認

識が乏しいということがあるんだと思います。そして、特にその申立人本

人が申し立てたものに関しては応諾をしてくれないという病院がまだある

ということは、やはりその手続の中で解決が目指されるのだと理解すると、

そこへ行ってもこれまでも話し合っているけども無理だから、行っても解

決は困難だ、あるいは過失が問題なんだから行っても無駄だというふうな

認識が最初からあるのではないか。しかし、その場で第三者を交えて話し

合うことそのものに意味を認めるのであれば、そういうことについてもと

りあえずは応諾をして、話をしてみて、その展開によって、場合によった

ら訴訟という選択をせざるを得ないかもしれないけれども、話合いの場そ

のものを閉ざす必要はないんじゃないかと思います。その意味で、ＡＤＲ

というものをどういうふうにそもそも位置づけるのかということをやはり

前提としてもう少し議論をしておく必要があるように思います。 

 

○山本座長 

 ありがとうございました。本質的な問題を提起いただいたかと思います

が、残念ながら、私の不手際で既に予定されていた時間を経過しておりま

す。 

 本日は文字どおり大変活発なご議論をいただきまして、前回はちょっと

個人的には皆さん、ややかみしもを着けてご遠慮があるのかなというふう

に思っておりましたが、本日は大変率直なご意見の交換をいただけたかと

思います。 

 恐らくは、このような形で率直に対話を積み重ねていくしか問題を解決

していく方法はないんだろうというふうに思いますので、そういう意味で

は、意見の対立はもちろん残ってはおるわけでありますけれども、大変有

意義な会合であったというふうに私自身は思っております。 

 それでは、また恐らくフリートーキングで今日のような議論を継続して

いただく機会というのは今後の会合の中で引き続きあると思います。今日

はここまでとさせていただきたいと思います。 

 次回も今回と同様、３機関程度から取組状況をご紹介いただき、その後、

意見交換を行うという方向で考えております。次回、取組状況をご紹介い

ただく機関につきましては、事務局から後日ご連絡をさせていただきます

ので、その際にはご協力方よろしくお願いいたします。 

 以上で、本日の議題は終了ですが、最後に事務局のほうからお願いいた

します。 

 

○渡辺医療安全推進室長 ありがとうございました。 

 次回、第３回の会議の日程についてでございますけれども、別途調整を

させていただきたいと思います。 

 また、今、座長先生からもございましたように、次回の取組状況の発表

につきましては、本日、資料を提出いただいていましたけれども、お話ま

で行かなかったと思いますけれども、北川先生を初め、個別にお願いをさ

せていただきたいというふうに思ってございますので、皆様方のご協力を

引き続きお願いできればと思ってございます。 

 以上でございます。 

 

○山本座長 

 それでは、本日はこれで閉会いたします。長時間にわたるご議論、どう

もありがとうございました。 

 次回以降の開催につきましても引き続きよろしくお願いいたします。 

 ありがとうございました。 

（了） 
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平成２２年１０月２５日

総合紛争解決センターにおける医療ＡＤＲ ２

公益社団法人総合紛争解決センター運営委員会委員

弁護士 北 川 和 郎

１ 総合紛争解決センターについて

⑴ 総合紛争解決センターの組織等について

① 大阪府下の士業団体，社会福祉士会，消費者団体，経済団体，地方公共団体等が

参加して設立した同名の公益社団法人が運営するＡＤＲであり，各参加団体の多様

な専門性を生かして，ここだけで医療紛争を含むあらゆる種類の民事紛争を扱うこ

とができるようにした「総合型ＡＤＲ」である（資料１）。

② 経緯

平成２１年 １月 一般社団法人総合紛争解決センター設立

同 年 ３月 ＡＤＲ機関「総合紛争解決センター」運営開始

同 年 ９月 公益認定（大阪府 第１号）

同 月 ＡＤＲ認証（認証番号 第４３号）

③ 事業の運営

総務部会，事業運営部会，広報部会，研修部会からなる運営委員会と財務委員

会によってＡＤＲ事業が運営されている。

④ 参加団体

大阪弁護士会

大阪司法書士会

大阪土地家屋調査士会

(社)大阪不動産鑑定士協会

大阪府行政書士会

(社)大阪府宅地建物取引業協会（以上，正会員）

日本公認会計士協会近畿会

(社)大阪府建築士事務所協会

(社)大阪社会福祉士会

大阪府社会保険労務士会

(社)大阪府建築士会（以上，準会員）

近畿税理士会

特定非営利活動法人消費者ネット関西

全大阪消費者団体連絡会

(社)消費者関連専門家会議西日本支部

特定非営利活動法人消費者情報ネット（以上，賛助会員）

大阪府

大阪市

1
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堺市

東大阪市（準会員）

大阪府市長会

⑵ 総合紛争解決センターの事業について

① 事業の対象は，和解あっせん手続及び仲裁手続である。

② 手続実施の方法

全件３名の和解あっせん人が担当する。

３名の内訳は，弁護士である和解あっせん人と各紛争類型に応じた専門性を有す

る和解あっせん人２名の合計３名である。なお，医療事件については後述する。

③ 申立件数（平成２２年５月３１日現在）

ア 平成２０年度（同年３月のみ） ２件

イ 平成２１年度（同年４月から同２２年３月まで） １３２件

ウ 平成２２年度（同年４月から１０月まで） ８６件

④ 事件の概要

ア 事件の種類としては，不動産売買や賃貸，請負，貸金，その他の契約紛争，不

法行為，労働，家事，会社，相隣関係等多岐にわたっているが，不法行為（交通

事故（２０件），医療事故（１３件）等）関係の事件（６５件），不動産賃貸借

関係の事件（２３件）が比較的多いようである。

イ 代理人の選任された割合は低く，６割弱の事件において双方とも代理人が選任

されておらず（６月時点では７割弱であったが，少し低下した。），申立人だけ

に限定すれば，８割５分以上の事件において代理人が選任されていない。

ウ 終了原因については，成立したもの（仲裁判断を含む。）が３割強，不応諾が

３割弱あり（いずれも６月当時と大きな差異はない。），その余は不成立である

（資料２）。

２ 総合紛争解決センターにおける医療事件について

⑴ 多種多様の専門家を擁し，総合型ＡＤＲを標榜する総合紛争解決センターにおいて

は，医療事件についても，総合紛争解決センターの専門分野の１つとして実施してい

る。

⑵ 専門的知見の担い手

各種の専門家の団体を主な構成員としているため，医療関係の団体にも参加を呼び

かけていたが，設立時点においては，医師関係の団体の参加がなかったことから，こ

の分野の専門家としては，医療事件に習熟した弁護士をもって，専門家として扱って

きた。

設立後も，あらゆる分野の専門家と協働していきたいとの考えから，医療関係の分

野においても，医師ないしその団体が当センターに参加を求めるため，大学病院等に

参加を働きかけるなどしていたところ，この度，「和解あっせん人・仲裁人候補者追

加搭載者」（資料３）のとおり，医師資格を有する和解あっせん人候補者を選任する

2
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ことができた。なお，これは，医療関係の団体の参加があったわけではないが，大阪

府立病院機構の理事から医師のご推薦をいただき，個別に承諾をいただくことで，実

現したものである。ただし，現時点ではすべての診療科目を網羅しているわけではな

いので，一層の充実をはかっていきたい。

⑶ 和解あっせん人

その関係で，前記和解あっせん人候補者の追加搭載前の医療事件における和解あっ

せん手続については，和解あっせん人の構成を，専門性を有する医療事件に習熟した

弁護士２名と弁護士又は司法書士１名の合計３名で事件を担当することとしている。

医療事件に習熟した弁護士は，専門的知見の利用という趣旨だけであれば，１名で足

りるのではないかとも思われるが，東京３会方式と同様，医療側の代理人として多数

の医療事件を手がけた弁護士と，患者側の代理人として多数の医療事件を手がけた弁

護士を１名ずつとしていた。

今回の和解あっせん人候補者の名簿への追加搭載に伴い，和解あっせん人の構成を，

医師１名と専門性を有する医療事件に習熟した弁護士２名の合計３名で事件を担当す

ることとなり，最後の１件以降は，この構成となる。この構成による運用の状況につ

いては，ある程度実績が蓄積された後，報告させていただきたい。

⑷ 申立件数

ア 平成２１年度（同年４月から同２２年３月まで） ４件

イ 平成２２年度（同年４月から１０月まで） ９件

⑸ これまでの事件の状況

① 本人申立ての割合

これまでの８件の申立ては，いずれも代理人なしの本人申立てであり，１００％

であった。一般市民にとって，医療事件のハードルも相当低くなったものと思われ

る。

なお，相手方（いずれも医療側である。）の代理人選任は，現時点で５件あり，

これによれば選任率は３８％であるが，新件の動向により多少上昇するかもしれな

い。

② 応諾の状況

回答待ちの２件及びあっせん選任中の１件を除く１０件のうち１件が不応諾であ

っただけで，他は応諾があり，応諾率は９０％となった。ちなみに，不応諾の１件

は，申立人，相手方の双方に代理人がついていない事件であった。

③ 事件の分野

事件の分野としては，歯痛やインプラントに関するもの，視力回復手術に関する

もの，腰痛に関するもの，心筋梗塞に関するもの，ガンに関するものなどがある。

④ 申立ての趣旨

慰謝料等の損害賠償のほか，説明，謝罪を求めるものが多数見受けられる。

⑤ 終了原因の状況

3
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終了した事件は６件であり，まだ統計数値として有意義なものといえるかどうか

はわからないが，その内訳は，成立３件，不成立１件，申立ての取下げ１件，不応

諾１件であり，成立率は全終了事件の５０％，応諾のあった事件の６０％という結

果となった。今後は，更なる成立割合の向上が課題となろう（資料４）。
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公益社団法人総合紛争解決センター申立受理事件について

1.申立受理事件類型別 2.月別受理件数
申立受理案件類型申立受理案件類型申立受理案件類型申立受理案件類型 2008200820082008 2009200920092009 2010201020102010 計計計計 月月月月 2008200820082008 2009200920092009 2010201020102010 計計計計

1111 不動産売買不動産売買不動産売買不動産売買をめぐるをめぐるをめぐるをめぐる紛争紛争紛争紛争 0000 6666 2222 8888 ４月 - 6 19 25
1 　手付金返還請求 0 1 0 1 ５月 - 12 11 23
2 　契約解除 0 0 1 1 ６月 - 7 14 21
3 　買い戻し 0 1 0 1 ７月 - 9 8 17
4 　その他 0 4 1 5 ８月 - 6 13 19

2222 不動産賃貸借関係不動産賃貸借関係不動産賃貸借関係不動産賃貸借関係 0000 15151515 8888 23232323 ９月 - 10 14 24
1 　明渡 0 2 0 2 １０月 - 12 7 19
2 　賃料増額 0 0 1 1 １１月 - 12 12
3 　賃料減額 0 0 0 0 １２月 - 17 17
4 　敷金・保証金返還 0 4 2 6 １月 - 8 8
5 　賃料配分・管理費用分担 0 0 0 0 ２月 - 14 14
6 　滞納賃料 0 2 3 5 ３月 2 19 21

7 　原状回復費用 0 3 1 4 合計 2 132 86 220
8 　更新料 0 0 1 1
9 　借地権買取 0 1 0 1 3.申立受理事件結果別
10 　修理・修繕費用 0 1 0 1 2009200920092009 率率率率 2010201020102010 率率率率 計計計計 率率率率
11 　その他 0 2 0 2 18 19.6% 31 34.1% 49 26.8%

3333  請負契約請負契約請負契約請負契約にににに関関関関するするするする紛争紛争紛争紛争 1111 7777 7777 15151515 0 0.0% 3 3.3% 3 1.6%
1 　建築工事代金 0 0 2 2 8 8.7% 0 0.0% 8 4.4%
2 　契約の解除 0 1 1 2 26262626 28.3%28.3%28.3%28.3% 34343434 37.4%37.4%37.4%37.4% 60606060 32.8%32.8%32.8%32.8%
3 　建築工事の損害 1 3 3 7 13 14.1% 13 14.3% 26 14.2%
4 　デザイン料 0 0 0 0 1 1.1% 1 1.1% 2 1.1%
5 　その他 0 3 1 4 25 27.2% 16 17.6% 41 22.4%

4444 貸金貸金貸金貸金をめぐるをめぐるをめぐるをめぐる紛争紛争紛争紛争 0000 8888 7777 15151515 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
1 　債権額，過払金等を巡る紛争 0 1 0 1 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
2 　債務弁済協定 0 0 0 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
3 　その他 0 7 7 14 39393939 42.4%42.4%42.4%42.4% 30303030 33.0%33.0%33.0%33.0% 69696969 37.7%37.7%37.7%37.7%

5555 そのそのそのその他他他他のののの契約紛争契約紛争契約紛争契約紛争 0000 19191919 15151515 34343434 26 28.3% 27 29.7% 53 29.0%
1 　リース契約 0 0 0 0 1 1.1% 0 0.0% 1 0.5%
2 　商品委託取引 0 4 2 6 92929292 100%100%100%100% 91919191 100%100%100%100% 183183183183 100%100%100%100%

3 　預り金返還 0 0 1 1 42424242 37373737 37373737

4 　動産売買 0 2 1 3 134134134134 128128128128 220220220220
5 　銀行関係 0 1 2 3 ※成立率及び不成立率は終結事件数合計を分母とする。

6 　手数料返還 0 0 0 0
7 　契約不履行 0 6 0 6 4.当事者の類型
8 　立替金 0 0 0 0 計計計計 率率率率 月月月月 2010201020102010
9 　サービスの提供を巡る紛争 0 1 0 1 101 45.9% ４月 -
10 　先物取引を巡る紛争 0 0 0 0 15 6.8% ５月 7
11 　その他 0 5 9 14 86 39.1% ６月 5

6666 債務不存在確認債務不存在確認債務不存在確認債務不存在確認 0000 2222 0000 2222 17 7.7% ７月 6
7777 不法行為不法行為不法行為不法行為をををを巡巡巡巡るるるる紛争紛争紛争紛争 0000 36363636 29292929 65656565 ８月 3

1 　けんか 0 3 0 3 5.代理人（弁護士等）の有無 ９月 5
2 　動物事故 0 1 2 3 計計計計 率率率率 １０月 2
3 　交通事故 0 13 7 20 125 56.8% １１月
4 　医療過誤 0 4 9 13 28 12.7% １２月
5 　名誉毀損 0 0 0 0 31 14.1% １月
6 　近隣紛争 0 1 0 1 15 6.8% ２月
7 　婚姻外男女関係 0 3 3 6 ３月
8 　賠償額確定 0 2 1 3 合計 28
9 　スポーツ事故 0 0 1 1 6．あっせん人の配てん状況
10 　故意による加害 0 1 3 4
11 　その他 0 8 3 11

8888 知的財産知的財産知的財産知的財産がらみのがらみのがらみのがらみの紛争紛争紛争紛争 0000 1111 0000 1111
9999 家族及家族及家族及家族及びそのびそのびそのびその関係者間紛争関係者間紛争関係者間紛争関係者間紛争 1111 15151515 3333 19191919

1 　離婚･夫婦関係調整 0 1 0 1
2 　婚約破棄 0 1 0 1
3 　養育費・親権 0 0 0 0
4 　相続 0 5 2 7
5 　親子関係 1 0 0 1
6 　その他 0 8 1 9

10101010 職場職場職場職場のののの紛争紛争紛争紛争 0000 7777 4444 11111111
1 　解雇・退職 0 5 0 5
2 　労働災害 0 0 1 1
3 　賃金 0 0 2 2
4 　その他 0 2 1 3

11111111 会社関係会社関係会社関係会社関係のののの紛争紛争紛争紛争 0000 4444 1111 5555
12121212 相隣関係相隣関係相隣関係相隣関係 0000 8888 6666 14141414
13131313 マンションマンションマンションマンション（（（（区分所有区分所有区分所有区分所有））））関係関係関係関係 0000 2222 2222 4444

1 　管理費滞納等 0 0 0 0
2 　その他 0 2 2 4

14141414 そのそのそのその他他他他 0000 2222 2222 4444
合合合合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計計計計 2222 132132132132 86868686 220220220220

終結件数+継続件数

不受理

不成立件数合計

終結事件数合計

継続中件数合計

不成立（民事紛争外）

不成立（終了合意）

不成立（続行不能）

不応諾

成立件数合計
不成立（申立人取下げ）

不成立（相手方離脱）

不成立（見込み無）

結果結果結果結果
成立（和解契約）
成立（仲裁判断）
成立（和解的仲裁判断）

双方法人

結果結果結果結果
双方個人

申立人法人
相手方法人

大阪土地家屋調査士会

双方代理人

結果結果結果結果
双方なし

申立人代理人
相手方代理人

団体名団体名団体名団体名

大阪府行政書士会
大阪府宅地建物取引業協会
大阪社会福祉士会
大阪府社会保険労務士会
NPO法人消費者ネット関西
日本公認会計士協会近畿会
全大阪消費者団体連絡会
大阪府建築士会
大阪府建築士事務所協会
(社)消費者関連専門会議（ACAP）

近畿税理士会
NPO法人消費者情報ネット

選任数選任数選任数選任数
235

27

大阪弁護士会

大阪府不動産鑑定士協会
大阪司法書士会

22
13
16

107

14
35
42

7.申立補助制度の利用状況

47
19

あっせん人の指名を受けた件数 4件

4
17
18
10

23

2010/10/19
7
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和解あっせん人・仲裁人候補者追加登載者 2010年9月30日

氏　　名 所属等 専門

1 正岡　徹
大阪府立成人病センター顧問
（財）骨髄移植推進財団理事長

血液内科

2 小山　博記 大阪府立成人病センター名誉総長 乳腺外科

3 堀　正二 大阪府立成人病センター総長 循環器内科

4 森本　靖彦
社会福祉法人石井記念愛染園附属
愛染橋病院名誉院長

内科学
（内分泌代謝領域）

5 奥山　明彦
社会福祉法人石井記念愛染園附属
愛染橋病院院長

泌尿器科

6 露口　泉夫 富田林福祉公社けあぱる施設長
気管支喘息、COPD、

結核

7 籠本　孝雄 大阪府立精神医療センター院長 精神科

8 佐藤　文三
財団法人日本生命済生会
付属日生病院名誉院長

内科学
（内分泌代謝領域）

9 河　敬世 大阪府立母子保健総合医療センター顧問 小児科

10 山口　武典
財団法人循環器病研究振興財団理事長
国立循環器病研究センター名誉総長

内科（脳卒中）

11 佐治　文隆 市立芦屋病院事業管理者 婦人科

12 天方　宏 大阪健康保険組合連合会嘱託医 歯科
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平成２２年１１月２日 

 

福岡県弁護士会紛争解決センターにおける医療 ADR 

福岡県弁護士会 

 弁護士 徳 田 宣 子 

 

１ 福岡県の医療 ADR の概要（参考資料１紛争解決センターパンフレット） 

 従前の紛争解決センターの一部として、医療紛争に特化した医療 ADR が平成

２１年１０月１日に設立。 

 法律相談前置をとっている。申立手数料１万０５００円で、解決金額に応じて

成立手数料を負担していただいており、期日手数料はない（これらの点について

は通常事件と同様である）。 

 仲裁人は原則３名選任（診療行為とは無関係な単なるクレームについては１名

選任）、主任仲裁人（元裁判官や学識経験者である会員を比較的多く選任してい

る）のほか、医療機関側代理人の経験を有する弁護士、患者側代理人の経験を有

する弁護士で構成している。 

２ 現状（参考資料２「医療 ADR 集計」参照） 

（１）平成２１年度 

平成２１年度は、１０月１日からの開始ながら、半年間で２２件と申立件数

が多かった。 

 しかしながら、２２件中（うち回答待ち１件、取り下げ１件）、応諾された

のが８件（約３６％）と低く、不応諾１２件と半数以上が不応諾という結果に

終わった。なお、応諾された事案のうち和解成立が４件、継続中が３件取り下

げが１件と和解率は５割である。 

 また、申立人に代理人が就任したのは６件のみであり、本人申し立て事案が

多いのも特徴的であった。 

（２）平成２２年度 

 平成２１年度は約半年間で申立件数は９件であり、減少傾向にはあるものの

安定した申立件数を維持している。 

 ９件中（うち回答待ち２件）、応諾されたのが４件（約４４％）と回答済事
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件の半数を超え、不応諾は３件である。以下のような紛争解決センターの取り

組みが功を奏しているのではないかと考えられる。 

３ 問題点とその改善に向けた取り組み 

（１）問題点 

 福岡県では、開始当初、想定以上の申立を受けることができ、順調にスター

トを切ったが、申し立てても不応諾に終わることが多く、医療機関側からの理

解を求めることが急務と考えられた。 

（２）紛争解決センターとしての取り組み 

ア 相手方となる医療機関側への働きかけ 

①相手方に申立書を送付する際に医療 ADR の説明文書を添付（参考資料３

「医療 ADR について」） 

②回答期限までに回答書が来ない場合、督促文書を送付する 

③期日、時間、開催場所について、応諾しやすいよう対応する（旨伝える） 

④不応諾の回答があった場合も、事案に応じては担当者（当会紛争センター

運営委員会委員）から応諾するよう説得を試みる 

イ 医師会との協議 

 医師会の医事調停との連携の必要性があることや診療時間外での ADR 実

施や電話会議の実施を検討してほしいという意見の他、医療機関では対応困

難な患者への対応として医療機関側からの利用も考えているという意見が出

された。また、明らかに不適切な申立があることが指摘され、以後当会紛争

センター運営委員が申立書の補正を紹介弁護士（法律相談を担当した弁護

士）を通じて依頼するようにしている。 

４ 今後に向けて 

 幅広く医療 ADR を使ってもらうために、会員向け研修会を行ったり、広報に

力を入れるなどするとともに、医師会との協議を続けるなどして応諾率がさらに

改善されるよう取り組んでいく。 

以上 
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不受理 相手方応諾 相手方不応諾 取下 回答待ち 継続中 取下 和解成立 和解不成立

福岡 4 0 0 1 0 1 0 0 1 1

北九州 3 0 0 1 0 1 0 0 0 1

筑後 2 0 0 1 0 0 0 0 0 1

計 9 0 0 3 0 2 0 0 1 3

不受理 相手方応諾 相手方不応諾 取下 回答待ち 継続中 取下 和解成立 和解不成立

福岡 11 0 0 7 0 0 1 1 2 0

北九州 7 1 0 3 0 1 0 0 2 0

筑後 4 0 0 2 0 0 2 0 0 0

計 22 1 0 12 0 1 3 1 4 0

期日後

期日後

【H２１年度（平成21年10月～平成22年3月】

部会 申立件数
期日前

医療ＡＤＲ集計【平成２２年１０月１５日現在】

【H２２年度】

部会 申立件数
期日前
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平成  年（  ）第    号 

                            平成  年  月  日 

              先生 

                           福岡県弁護士会紛争解決センター 

（担当職員 ●●） 

                           TEL   ０９２−７４１−３２０８  

                           FAX   ０９２−７５２−１３３０  

 

医療 ADR について 
 

拝啓  

 この度，貴殿を相手方とする仲裁の申立てがなされたことについては，別添の『仲裁のお知らせ

（医療 ADR）』にて，お知らせしたところですが，本書面では，本手続（医療 ADR）の趣旨，内容

等について説明いたします。 

 

 本手続は，医事紛争に精通した中立・公正な立場の弁護士３名（医療機関側・患者側の代理人経

験を有する弁護士各１名を含む）があっせん・仲裁人となり，３回程度話し合いの中で，当事者双

方の言い分を聞いた上，話し合いによる紛争解決を目指すものです。 

 このように，本手続は，あくまでも当事者双方の合意に基づく紛争解決を図る手続ですので，本

手続を利用されるか否か，あるいは，利用されるとしてもその中であっせん・仲裁人から示された

解決案に応じるか否かは，貴殿のご意向次第であり，何ら強制力を有するものではありません。 

 また，医師会の医事調停制度等，他の紛争解決手段のご利用を妨げるものでもありません。 

 

 本手続を利用されるメリットとしては，一般的に， 

・簡易，迅速に医療紛争を法的見解を踏まえながらもそれに拘泥することなく、双方の納得のもと

に解決し，当事者間の信頼関係を回復することができる 

・あっせん・仲裁人という第三者を交えて，患者に対して説明する場としても利用できる 

・法的責任があるが，金額面に争いがあるような事案あるいは法的責任の有無が微妙な場合でも金

銭面での折り合いをつけることができる 

・ 話し合いの日，時間，開催場所等については柔軟に対応できる 

・ 非公開の手続きである 

といったことが挙げられます。 

 

 一口に医事紛争と申しましても，医療機関側の法的責任の有無が正面から争われる事案から，医

療機関側から詳しい説明を受けただけで患者側が納得される事案まで様々です。 
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 相手方の言い分を確認するためにも，裁判という厳格な司法手続の俎上に乗せられる前に，中

立・公平な第三者の関与の下，一度でも当事者間で話し合いの場を持たれることは，たとえ結果的

に紛争の最終的な解決に至らなかったとしても，双方にとって有益なことでありこそすれ，決して

どちらか一方に不利益に働くものではないと思われます。 

 

 本手続にはこのようなメリットがあり，また，福岡県ではまだ馴染みの薄い制度ですが，東京都

や愛知県等の他の地域では医療 ADR による紛争解決が医療機関側・患者側の双方で活発に利用さ

れ，一定の成果を上げているという実績もありますので，貴殿にも本手続の話し合いの席について

頂きたく，お願い申し上げます。 

 

 本手続の期日（話し合いの日），時間，場所につきましては，さしあたり別添の『仲裁のお知ら

せ（医療 ADR）』に記載した通りに設定しましたが，不都合でしたら，別添の書面『期日の調整に

ついて』にご記入の上，回答書と一緒に当センターまでご返送いただければ，申立人等関係者と協

議の上，調整させて頂きます（日時につきましては，診療時間外を希望して頂いて結構です。場所

につきましても，必要であれば病院で期日を開いた事例も過去にあります。）。 

 

 以上，本手続の趣旨，内容についてご理解頂き，本手続を医事紛争解決の１つの手段として積極

的にご利用頂ければ幸いです。（医師会顧問）弁護士に知人がおありでしたら、同弁護士

にご相談の上、ご協力ください。 

敬具 

 

9



医療紛争相談センタ■

の利用状況

NPO法人医事紛争研究会代表

植木 哲

月刊「法律のひろば」平成 22年 9月 号 (63巻 9号)32～37頁

特集 「ADRの拡充 0活性化の軌跡と展望」より
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医
療
紛
争
相
談
セ
ン
タ
ー
の

利
用
状
況

一　
医
療
紛
争
相
談
セ
ン
タ
ー
の
設

立
経
緯

医
療
紛
争
相
談
セ
ン
タ
ー
は
特
定
非
営
利
活

動
法
人
医
事
紛
争
研
究
会
を
運
営
主
体
と
す
る

Ａ
Ｄ
Ｒ
機
関
で
あ
る
。
千
葉
市
中
央
区
に
事
務

局
を
置
き
、
医
療
現
場
に
お
け
る
患
者
及
び
そ

の
家
族
等
と
医
療
機
関
又
は
医
師
、
看
護
師
等

の
医
療
者
と
の
間
の
争
訟

（医
事
紛
争
）
を
解

決
す
る
た
め
の
サ
ポ
ー
ト
業
務
を
行

っ
て
い

２一
。医

事
紛
争
研
究
会
は
千
葉
県
内
の
医
師
、
法

学
者
、
法
律
実
務
家
等
に
よ
り
定
期
的
な
勉
強

会
を
開
催
す
る
任
意
団
体
で
あ

っ
た
が
、
裁
判

外
紛
争
処
理
の
利
用
促
進
に
関
す
る
法
律
制
定

の
時
期
に
医
療
Ａ
Ｄ
Ｒ
を
中
心
的
な
研
究
テ
ー

マ
に
据
え
、
後
の
Ａ
Ｄ
Ｒ
機
関
認
証
取
得
を
見

込
ん
で
平
成
１９
年
６
月
に
法
人
格
を
取
得
し

た
。
医
療
紛
争
相
談
セ
ン
タ
ー
の
業
務
は
平
成

２．
年
４
月
に
開
始
し
、
同
年
１２
月
に
法
務
大
臣

の
認
証
を
得
て
い
る

（認
証
番
号
第
５０
号
）
。

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
医
事
紛
争
研
究
会
代
表

縮
性
キ
小

一
一　
医
療
紛
争
相
談
セ
ン
タ
ー
の
手

続
の
概
要

菌
↓

１
　
相
談

０
　
相
談
前
置

医
療
紛
争
相
談
セ
ン
タ
ー
で
は
調
停
の
前
に

相
談
手
続
を
提
供
し
て
い
る
。
当
初
か
ら
調
停

申
立
て
を
希
望
さ
れ
て
問
合
せ
を
し
て
こ
ら
れ

る
方
に
対
し
て
も
、
相
談
手
続
を
経
て
か
ら
申

立
て
を
す
る
よ
う
に
求
め
て
い
る
。

医
療
機
関
か
ら
の
調
停
申
立
て
に
つ
い
て
は

相
談
手
続
を
経
な
い
こ
と
を
認
め
た
ケ
ー
ス
が

あ
る
。
相
談
手
続
は
医
療
の
知
識
に
乏
し
い
相

談
者
が
医
療
の
専
門
家
か
ら
の
客
観
的
な
助
言

を
受
け
る
こ
と
を
主
た
る
目
的
と
し
て
い
る
の

で
、
医
療
機
関
側
か
ら
の
申
立
て
に
つ
い
て
は

相
談
手
続
を
省
略
し
て
も
調
停
が
可
能
と
判
断

さ
れ
た
た
め
で
あ
る
。

０
　
相
談
手
続
の
内
容

相
談
に
は
セ
ン
タ
ー
に
相
談
委
員
と
し
て
登

録
し
て
い
る
医
師
又
は
看
護
師
が
当
た
り
、
相

談
者
の
出
会

っ
た
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
医
療
者
の

立
場
か
ら
診
療
録
の
用
語
解
説
や
疑
問
点
に
つ

い
て
の
説
明
、
疾
患
や
そ
の
治
療
方
法
に
つ
い

て
の

一
般
的
な
説
明
な
ど
を
行

っ
て
い
る
。

相
談
手
続
は
無
料
で
利
用
す
る
こ
と
が
で
き

Ｚつ
。週

１
回
相
談
日
を
設
け
、
１
人
１
回
１
時
間

程
度
を
原
則
と
し
て
い
る
。

相
談
場
所
は
千
葉
市
内
の
セ
ン
タ
ー
事
務
局

に
限
ら
れ
て
い
る
が
、
来
所
が
可
能
な
の
で
あ

れ
ば
日
本
全
国
か
ら
の
相
談
を
受
け
付
け
て
い

る
。で

き
る
だ
け
診
療
録
等
の
資
料
を
持
参
す
る

よ
う
求
め
て
い
る
が
、
そ
う
し
た
資
料
の
一
切

図 1 医療紛争相談センターの手続の概要

医師又は看護師による医療者の立場からの助言

相談手続

↓

相手方が応諾 しなければ手続終了となる

調停申立て

↓

調停委員は医師・弁護士・学識経験者の 3名

調停手続

法律のひろば20109032
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医療紛争相談センターの利用状況

な
い
状
態
で
相
談
者
の
話
の
み
を
も
と
に
相
談

を
行
う
例
も
少
な
く
な
い
。

相
談
手
続
に
お
い
て
は
医
療
行
為
に
つ
い
て

の
相
談
委
員
か
ら
の
説
明
等
の
ほ
か
、
セ
ン
タ

ー
の
調
停
手
続
に
つ
い
て
の
説
明
も
行
わ
れ

る
。
調
停
手
続
が
当
事
者
間
の
話
合
い
に
よ
る

和
解
を
目
指
す
手
続
で
あ
る
こ
と
、
申
立
て
の

仕
方
、
申
立
て
後
の
手
続
の
流
れ
、
手
続
に
要

す
る
費
用
、
時
間
等
を
適
宜
説
明
し
、
相
談
者

が
調
停
申
立
て
を
す
る
か
否
か
を
判
断
す
る
こ

と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
。

２
　
調
停

０
　
申
立
て
と
相
手
方
に
よ
る
手
続
応
諾

相
談
者
は
相
談
手
続
後
に
調
停
申
立
て
を
す

る
か
ど
う
か
を
検
討
す
る
。
特
に
申
立
期
間
を

制
限
す
る
こ
と
は
し
て
い
な
い
。

申
立
て
を
す
る
場
合
に
は
申
立
書
を
セ
ン
タ

ー
に
送
付
す
る
。

セ
ン
タ
ー
は
調
停
申
立
書
を
受
理
す
る
と
、

書
類
の
不
備
等
を
検
討
し
必
要
に
応
じ
て
補
正

を
求
め
た
上
、
相
手
方
に
申
立
書
副
本
を
送
付

し
て
セ
ン
タ
ー
の
調
停
手
続
を
利
用
し
た
紛
争

解
決
を
希
望
す
る
か
ど
う
か
を
問

い
合
わ
せ

る
。
セ
ン
タ
ー
の
調
停
手
続
を
利
用
す
る
か
ど

う
か
は
完
全
に
当
事
者
の
意
思
に
任
さ
れ
て
お

り
、
申
立
て
を
受
け
た
相
手
方
は
自
由
な
判
断

で
応
諾
す
る
か
否
か
を
決
定
で
き
る
。
通
常
、

応
諾
す
る
か
否
か
の
回
答
を

１５
日
以
内
に
す
る

よ
う
に
求
め
て
い
る
が
、
多
く
の
ケ
ー
ス
で
は

相
手
方

の
事
情
を
聞
い
て
考
慮
期
間
を
伸
長
し

て
い
る
。

０
　
調
停
委
員
の
選
任

相
手
方
が
応
諾
し
た
時
点
で
セ
ン
タ
ー
が
調

停
委
員
３
名
を
選
任
し
て
調
停
委
員
会
を
組
織

す
る
。
調
停
委
員
は
医
師
、
弁
護
士
、
学
識
経

験
者

（主
に
大
学
教
授
）
か
ら
各
１
名
選
任
さ

れ
る
。

医
師
調
停
委
員
は
、
申
立
書
に
記
載
さ
れ
た

医
療
行
為
の
診
療
科
目
の
専
門
医
か
ら
選
任
さ

れ
る
。
医
師
調
停
委
員
は
適
宜
そ
の
専
門
的
知

見
に
基
づ
く
説
明
を
加
え
る
等
し
て
話
合
い
を

促
す
役
割
が
期
待
さ
れ
る
。

弁
護
士
に
は
医
療
訴
訟
を
多
く
扱
う
弁
護
士

と
そ
う
で
は
な
い
弁
護
士
が
お
り
、
ま
た
、
医

療
訴
訟
を
扱
う
弁
護
士
は
医
療
機
関
側
を
代
理

す
る
こ
と
の
多
い
弁
護
士
と
、
患
者
側
を
代
理

す
る
こ
と
の
多
い
弁
護
士
に
三
分
さ
れ
る
と
い

わ
れ
る
。
し
か
し
、
セ
ン
タ
ー
と
し
て
は
こ
う

し
た
弁
護
士
の
属
性
を
調
停
委
員

へ
の
選
任
の

考
慮
要
素
と
す
る
こ
と
は
し
て
い
な
い
。
弁
護

士
調
停
委
員
に
は
、
学
識
経
験
者
調
停
委
員
と

と
も
に
中
立
的
立
場
か
ら
、
そ
の
法
的
知
識
、

経
験
に
基
づ
き
手
続
の
進
行
を
司
る
役
割
が
期

待
さ
れ
て
い
る
。

０
　
調
停
期
日

セ
ン
タ
ー
の
調
停
期
日
に
お

い
て
は
申
立

人
、
相
手
方
が
交
互
に
調
停
委
員
の
面
前
で
経

緯
や
気
持
ち
を
述
べ
る
別
席
調
停
方
式
が
用
い

ら
れ
て
い
る
が
、
必
ず
し
も
そ
の
運
用
に
固
定

さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
調
停
委
員
が
事

案
ご
と
に
柔
軟
に
進
行
方
法
を
定
め
て
話
合
い

を
行
う
。

調
停
期
日
に
お
い
て
各
当
事
者
は
代
理
人
を

期
日
に
出
頭
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

患
者
側
当
事
者
は
こ
れ
ま
で
す
べ
て
の
ケ
ー

ス
で
申
立
人
本
人
が
出
頭
し
て
手
続
を
行

っ
て

い
る
。
こ
の
点
で
、
弁
護
士
代
理
人
を
介
さ
な

く
て
は
手
続
が
困
難
と
さ
れ
る
医
療
裁
判
と
は

大
き
く
趣
が
異
な
る
。
１
件
の
み
患
者
側
が
弁

護
士
代
理
人
を
通
じ
て
調
停
を
申
し
立
て
た
例

が
あ
る
が
、
こ
の
例
で
は
相
手
方
が
手
続
に
応

諾
し
て
い
な
い
た
め
、
患
者
側
弁
護
士
代
理
人

出
頭
の
も
と
に
手
続
が
行
わ
れ
た
例
は
未
だ
存

在
し
な
い
。

医
療
機
関
側
は
弁
護
士
代
理
人
の
出
頭
に
よ

り
手
続
が
行
わ
れ
る
例
と
、
病
院
の
職
員

（医

事
課
課
長
等
）
が
出
頭
し
て
行
わ
れ
る
例
と
が

半
々
と
い
う
状
況
で
あ
る
。
医
師
等
、
調
停
申

立
て
の
対
象
と
な

っ
て
い
る
医
療
行
為
の
当
事

者
と
な

っ
て
い
る
医
療
者
本
人
が
出
頭
し
て
説

明
を
行
う
等
し
た
例
も
存
在
す
る
。

代
理
人
と
し
て
は
弁
護
士
の
ほ
か
、
当
事
者

の
親
族
を
期
日
に
出
席
さ
せ
る
こ
と
も
で
き

330法律のひろば20109
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る
。
ま
た
、
当
事
者
が
選
ん
だ
医
師
等
を
参
考

人
と
し
て
期
日
に
出
席
さ
せ
て
意
見
を
述
べ
さ

せ
る
こ
と
も
で
き
る
。

期
日
に
お
い
て
は
適
宜
調
停
委
員
か
ら
も
意

見
が
述
べ
ら
れ
る
。
特
に
医
師
調
停
委
員
か
ら

医
療
の
専
門
家
と
し
て
の
意
見
が
当
事
者
に
述

べ
ら
れ
る
こ
と
が
多
い
。
シ
ャ
ー
カ
ス
テ
ン
を

使
用
し
て
画
像
を
示
し
な
が
ら
説
明
を
行
う
な

ど
、
事
案
に
応
じ
て
充
実
し
た
調
停
が
可
能
と

な
る
よ
う
に
工
夫
を
重
ね
て
い
る
。

０
　
調
停
の
終
了

調
停
は
、
以
下
の
場
合
に
終
了
す
る
。

①
・
当
事
者
間
に
和
解
が
成
立
し
た
場
合

②
　
当
事
者
の

一
方
が
調
停
の
終
了
を
希
望
し

た
場
合

③
　
和
解
の
成
立
の
見
込
み
が
な
い
場
合

和
解
の
成
立
の
見
込
み
が
な
い
場
合
と
は
、

一
方
の
当
事
者
が
和
解
を
す
る
意
思
が
な
い
こ

と
を
明
確
に
し
た
と
き
、
当
事
者
の

一
方
又
は

双
方
が

一
定
回
数
以
上
期
日
に
欠
席
し
た
と

ぎ
、
当
事
者
間
の
主
張
の
隔
た
り
が
大
き
く
歩

み
寄
り
の
姿
勢
が
み
ら
れ
ず
調
停
の
継
続
が
困

難
と
な

っ
た
と
き
、
な
ど
を
い
う
。

設
立
以
降
平
成
２２
年
８
月
１５
日
ま
で
に
相
手

方
が
手
続
に
応
諾
し
て
調
停
手
続
が
ス
タ
ー
ト

し
た
申
立
て
の
う
ち
、
調
停
終
了
に
至

っ
て
い

る
も
の
は
７
件
あ
る
。
申
立
日
か
ら
７
か
月
か

ら
１１
か
月
で
終
了
に
至

っ
て
お
り
、
裁
判
に
比

べ
る
と
短
期
間
で

一
応
の
決
着
を
み
る
こ
と
が

明
ら
か
と
な

っ
て
い
る
。
実
際
に
は
調
停
委
員

の
選
任
や
期
日
の
調
整
に
時
間
が
か
か

っ
た
結

果
と
し
て
調
停
期
間
が
伸
び
て
い
る
場
合
が
多

く
、
セ
ン
タ
ー
と
し
て
そ
う
し
た
時
間
を
短
縮

で
き
る
よ
う
運
用
上
の
工
夫
を
し
て
い
る
と
こ

ろ
で
あ
る
。

期
日
は
３
回
ま
で
と
い
う
の
を
原
則
と
し
て

い
る
が
、
実
際
に
は
ば
ら
つ
き
が
あ
る
。
こ
れ

ま
で
に
終
了
し
た
調
停
事
件
の
期
日
回
数
は
平

均
す
る
と
３
回
、
最
も
多
か
っ
た
も
の
で
は
５

回
で
あ

っ
た
。

③
　
手
続
費
用

申
立
人
は
、
調
停
申
立
て
の
段
階
で
手
続
費

用
と
し
て
２
万
１
０
０
０
円

（税
込
）
を
支
払

う

（医
療
機
関
側
が
申
し
立
て
る
場
合
に
は
４

万
２
０
０
０
円
）
。
相
手
方
が
応
諾
し
な
か

っ

た
場
合
に
は
手
続
費
用
５
０
０
０
円
を
控
除
し

た
残
額
が
返
金
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
期
日
ご
と
に
両
当
事
者
が
１
万
５
０

０
円
を
期
日
手
数
料
と
し
て
支
払
う
。

さ
ら
に
、
金
銭
支
払
い
を
内
容
と
す
る
和
解

が
成
立
し
た
場
合
に
限
り
、
成
立
手
数
料
と
し

て
解
決
額
に
応
じ
た
金
額
を
支
払
う

（解
決
額

の
８

・
４
％
以
下
）
。
成
立
手
数
料
の
負
担
割

合
に
つ
い
て
は
調
停
委
員
会
が
事
案
ご
と
に
定

め
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

〓
一　
医
療
紛
争
相
談
セ
ン
タ
ー
の
利

用
状
況

１
　
セ
ン
タ
ー
ヘ
の
問
合
せ
状
況

０
　
広
報
の
状
況

セ
ン
タ
ー
で
は
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
を
作
成
し
て

県
庁
、
市
役
所
等
の
公
共
施
設
の
ほ
か
、
弁
護

士
会
法
律
相
談
セ
ン
タ
ー
な
ど
に
置
い
て
い
る

ほ
か
、
テ
レ
ビ
、
新
聞
等
の
マ
ス
メ
デ
ィ
ァ
の

取
材
に
応
え
る
形
で
広
報
活
動
を
行

っ
て
い

る
。
ま
た
、
平
成
２２
年
４
月
か
ら
セ
ン
タ
ー
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
開
設
し
て
手
続
の
案
内
等
を

し
て
い
る
。

医
療
紛
争
相
談
セ
ン
タ
ー
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
Ｕ
Ｒ

Ｌゴ
彙
も
¨
＼
＼
ダ
ａ
Ｓ
■
卜
・ｏ
ｏ
”
・”
の
」０
ヽ
０，
一σ
””
０
「＼

０
　
問
合
せ
状
況

平
成
２２
年
８
月
ま
で
の
電
話
問
合
せ
を
分
析

す
る
と
、
問
合
せ
自
体
は
千
葉
県
に
限
ら
ず
全

国
各
地
か
ら
の
も
の
が
あ
り
、
医
療
Ａ
Ｄ
Ｒ
ヘ

の
ニ
ー
ズ
の
普
遍
性
を
う
か
が
わ
せ
る
。
し
か

し
、
当
セ
ン
タ
ー
の
提
供
す
る
手
続
は
セ
ン
タ

ー
事
務
局
所
在
地
で
あ
る
千
葉
市
内
で
の
実
施

を
前
提
と
し
て
お
り
、
こ
う
し
た
全
国
的
な
ニ

ー
ズ
に
は
対
応
で
き
て
い
な
い
。

セ
ン
タ
ー
で
は
週
３
日
、
月
、
水
、
木
曜
日

の
午
後
を
受
付
時
間
と
し
て
い
る
が
、
人
員
の
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医療紛争相談センターの利用状況

相談内容の類型別分析

相談件数と調停申立件数の比較

確
保
に
よ
り
受
付
時
間
を
拡
張
で
き
る
■
う
努

力
し
て
い
る
。

２
　
相
談
手
続

０
　
設
立
か
ら
平
成
２２
年
８
月
１５
日
ま
で
の
１

年
４
か
月
の
間
で
相
談
手
続
の
利
用
件
数
は
２

０
４
件
と
な

っ
て
い
る
。

半
数
が
千
葉
県
内
の
患
者
又
は
そ
の
家
族
か

ら
の
相
談
で
あ
る
が
、
高
知
県
、
沖
縄
県
と
い

っ
た
遠
隔
地
か
ら
の
相
談
例
も
あ
る
。

相
談
の
内
容
は
多
岐
に
わ
た
っ
て
お
り
、
診

断
や
治
療
に
つ
い
て
ミ
ス
が
あ

っ
た
の
で
は
な

い
か
と
い
っ
た
も
の
や
、
医
療
者
の
説
明
等
の

対
応
を
問
題
視
す
る
も
の
、
将
来
的
な
介
護
や

治
療
の
継
続
に
つ
い
て
の
心
配
な
ど
が
あ
る
。

医
療
機
関
側
へ
の
要
望
の
内
容
に
つ
い
て
も
損

害
賠
償
請
求
の
み
と
い
う
ケ
ー
ス
は
少
な
く
、

「治
療
経
過
や
手
術
に
つ
い
て
分
か
る
よ
う
に

説
明
し
て
欲
し
い
」
、
「謝
罪
を
し
て
欲
し
い
」

「今
後
も
治
療
を
し
て
欲
し
い
」
、
「他
の
医
療

機
関
を
紹
介
し
て
欲
し
い
」
な
ど
と
多
岐
に
わ

た

つ
て
い
る

（表
）
。

「弁
護
士
の
と
こ
ろ
に
相
談
に
行

っ
た
が
受

任
し
て
も
ら
え
な
か
っ
た
」
と
い
う
ケ
ー
ス
も

散
見
さ
れ
る
。
医
療
Ａ
Ｄ
Ｒ
は
裁
判
で
は
不
可

能
な
柔
軟
な
解
決
を
目
指
す
こ
と
の
で
き
る
手

続
で
あ
り
、
弁
護
士
に
受
任
し
て
も
ら
え
な
か

っ
た
案
件
で
も
取
り
扱
う
余
地
は
あ
る
も
の

の
、
実
際
に
ど
の
よ
う
な
解
決
が
可
能
か
は
未

知
で
あ
り
、
今
後
運
用
の
工
夫
を
重
ね
る
必
要

が
あ
る
。

②
　
相
談
件
数
２
０
４
件
に
対
し
て
、
同
期
間

内
に
さ
れ
た
調
停
申
立
て
の
件
数
は
３３
件
で
あ

っ
た
。
相
談
者
の
８
割
以
上
が
調
停
申
立
て
に

至

っ
て
い
な
い
こ
と
に
な
る

（図
２
）
。

そ
の
理
由
は
様
々
で
あ
り
、
相
談
手
続
利
用

者
に
対
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
を
分
析
す

る
と
、
「相
談
委
員
の
説
明
に
よ
り
医
師
の
治

殴
０
２２。
２。。
１８０
‐６。
‐４０
‐２。
‐０。
８。
６０
４０
２０
。

(1)診断に関するもの

診断ミスではないか

検査をせず診断が遅れた

最初に言われた診断名と後で聞いた診断名が異なる

待ち時間の間に症状が悪化したのでは

原因不明と言われているがどうなのか

0)治療・処置 。手術に関するもの

手術・処置後に容態悪化。ミスではないか

治療が不適切ではないか

治療を受けたのに回復しなし

診断書に〇〇と病名があったが治療されていないのではないか

検査や処置のミスがあった

死後にOOと 判明したが診断・手術ミスではないか

もっと厳格に生活指導をすべきだったのではないか

処置のために悪い結果になって しまった

担当医が若く経験が少なかった。専門医でなかった

奎療中の対応に関するもの

説 日 がなかった

ス を希望 したのに家に帰された

待 たされた

家 たの同意 を確認 してくれなかった

職 の対応 が冷 たか った

病 : の 管理 責 任 はないの か

亘療 事 の コ 応 に関 す る もの

病 院 の対応 が悪 い

ヨ兇: した筈だと言われたが、説明 を受けていない

〓証 1は 改買 され てい るは す なの で信 用 で きなし

事故後の話合いで要望が通らなし

弁 士 に相 談 したが断 られ た

どうすればよいか分からない

目談者の悲嘆、病気の受け止めに関するもの

適切な治療が行われていれば回復したはずだ

どの病院にいっても病気 を否定されるのは隠蔽 だ

薬 の副作 用 に違 い ない

介 護 問題・ 治 療 の継続 に つ い て

介 護 に かか る費用 を賠償 して ほ しt

転 院先 、入所 先 が見 つ か らなし

ずっと入院させてほしいが転院を促された

相談手続利用件数
204′キ

理
薮
卜
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療
行
為
に
問
題
が
な
い
と
納
得
し
た
」
、
「相
談

委
員
に
不
満
を
聞
い
て
も
ら
う
こ
と
に
よ
り
満

足
し
そ
れ
以
上
の
手
続
を
望
ま
な
か

っ
た
」
、

「相
談
委
員
に
よ
る
セ
カ
ン
ド
オ
ピ

ニ
オ
ン
を

得
た
こ
と
で
不
安
が
解
消
し
た
」
な
ど
の
理
由

が
見
出
さ
れ
た
。

総
じ
て
相
談
手
続
に
対
す
る
利
用
者
の
満
足

度
は
高
い
も
の
の
、
相
談
申
込
み
を
受
け
て
も

相
談
枠
の
予
約
が
１
か
月
以
上
先
ま
で
入
れ
ら

れ
な
い
状
態
が
続
い
て
お
り
、
セ
ン
タ
ー
の
人

的
、
物
的
資
源
の
拡
充
が
求
め
ら
れ
て
い
る
と

こ
ろ
で
あ
る
。

０
　
相
談
委
員
は
医
療
者
で
あ
り
法
的
観
点
か

ら
の
助
言
は

一
切
し
て
い
な
い
。
相
談
者
が
弁

護
士
を
伴

っ
て
相
談
に
く
る
こ
と
は
拒
ん
で
い

な
い
が
、
実
際
に
弁
護
士
を
同
行
す
る
例
は
ご

く
ま
れ
で
あ

っ
た
。

３
　
調
停
手
続

（図
３
）

０
　
申
立
件
数
と
応
諾
率

平
成
２２
年
８
月
１５
日
ま
で
に
さ
れ
た
調
停
申

立
て
は
３３
件
で
あ

っ
た
。
請
求
の
内
容
は
何
ら

か
の
補
償
を
求
め
る
も
の
の
ほ
か
、
説
明
を
求

め
る
も
の
等
多
岐
に
わ
た
る
。
補
償
を
求
め
る

額
に
つ
い
て
も
様
々
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る

が
、
請
求
額
を
明
示
し
な
い
調
停
申
立
て
も
多

い
。前

記
３３
件
の
う
ち
１５
件
で
相
手
方
が
応
諾
し

邸
印
４０
　
　
３０
　
　
２０
　
　
１０
　
　
。

た

（
４５

・
５
％
）
。

申
立
て
の
ほ
と
ん
ど
は
患
者
側

（患
者
本
人

又
は
そ
の
家
族
等
の
関
係
者
）
か
ら
の
申
立
て

で
あ
る
が
、
医
療
機
関
側

（医
療
機
関
又
は
医

師
、
看
護
師
等
の
医
療
従
事
者
）
か
ら
申
立
て

が
さ
れ
た
も
の
も
２
件
存
在
す
る
。
医
療
機
関

側
が
申
し
立
て
た
例
で
は
い
ず
れ
も
相
手
方
が

手
続
に
応
諾
し
て
い
る
。

０
　
和
解
率

調
停
申
立
て
に
相
手
方
が
応
諾
し
た
１５
件
の

う
ち
、
平
成
２２
年
８
月
１５
日
ま
で
に
調
停
終
了

に
至

っ
た
も
の
が
７
件
で
あ
る

（残
り
の
８
件

は
手
続
進
行
中
）
。

そ
の
う
ち
和
解
が
成
立
し
た
も
の
は
３
件
で

あ
る
。
和
解
が
成
立
し
た
も
の
だ
け
を
み
て
も

争
点

の
所
在
は
様

々
で
あ

っ
た
。
具
体
的
に

は
、
１
件
目
は
紛
争
の
当
初
か
ら
相
手
方
が
責

任
を
認
め
て
お
り
損
害
額
の
算
定
の
み
が
問
題

と
な

っ
た
ケ
ー
ス
で
あ
り
、
２
件
目
は
申
立
前

の
交
渉
で
は
責
任
の
所
在
も
含
め
た
全
面
的
な

争

い
の
あ

っ
た
も
の
で
あ
る
。
３
件
目
は
調
停

申
立
前
に
は
当
事
者
間
に
本
格
的
な
交
渉
は
な

く
、
争
点
の
所
在
を
確
認
す
る
と
こ
ろ
か
ら
調

停
が
ス
タ
ー
ト
し
た
。
こ
う
し
た
紛
争
類
型
ご

と
に
調
停
委
員
会
が
進
行
を
工
夫
し
て
調
停
成

立
を
目
指
し
て
い
る
。

和
解
金
額
と
い
う
観
点
か
ら
み
て
も
調
停
案

件
の
多
様
性
が
顕
著
で
あ
る
。
２
件
は
１
０
０

万
円
以
下
の
金
額
で
の
和
解
で
あ
る
の
に
対

し
、
１
件
は
１
０
０
０
万
円
以
上
の
金
額
で
の

和
解
と
な

っ
た
。

４
件
は
調
停
不
成
立
に
終
わ

っ
た
。
調
停
不

成
立
の
理
由
を
分
析
す
る
と
、
調
停
委
員
会
が

調
停
成
立
の
見
込
み
な
し
と
し
て
調
停
を
終
了

さ
せ
た
も
の
が
３
件
、
医
療
機
関
側
の
申
出
に

よ
り
調
停
が
終
了
し
た
も
の
が
１
件
と
な

っ
て

い
る
。

調停事件の分析
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医療紛争相談センターの利用状況

四
　
今
後
の
展
望

平
成
２２
年
に
入
っ
て
か
ら
申
立
件
数
及
び
申

立
て
に
対
す
る
応
諾
率
の
増
加
が
顕
著
に
な

っ

て
い
る
。
こ
れ
は
平
成
２．
年
に
法
務
大
臣
の
認

証
を
受
け
た
こ
と
、
及
び
、
運
用
実
績
が
あ
る

程
度
集
積
さ
れ
て
き
た
こ
と
に
よ
り
手
続
利
用

者
か
ら
の
信
頼
を
得
や
す
く
な

っ
た
た
め
と
分

析
し
て
い
る
。
現
在
、
そ
う
し
た
件
数
の
増
加

に
対
応
す
べ
く
セ
ン
タ
ー
の
体
制
を
整
備
し
て

い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
任
意
団
体
を
運
営
母

体
と
す
る
当
セ
ン
タ
ー
の
性
質
上
、
人
的
物
的

資
源
の
制
限
の
中
で
多
く
の
課
題
に
直
面
し
て

い
る
。
今
後
、
関
係
者
か
ら
の

一
層
の
支
援
を

賜
り
た
い
。

近
時
、
厚
生
労
働
省
内
に
医
療
裁
判
外
紛
争

解
決
機
関
連
絡
協
議
会
議
が
設
置
さ
れ
る
な

ど
、
医
療
Ａ
Ｄ
Ｒ
の
在
り
方
を
め
ぐ
る
議
論
が

展
開
し
つ
つ
あ
る
。
そ
の
中
で
当
セ
ン
タ
ー
と

し
て
も
そ
の
運
用
実
績
の
中
か
ら
の
示
唆
を
も

っ
て
議
論
の
充
実
に
貢
献
で
き
る
よ
う
努
力
し

て
い
く
予
定
で
あ
る
。

（う
え
き

。
さ
と
し
）
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